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最後に、2000 年からの日中貿易摩擦と 80 年代の日米貿易摩擦の相違や共通
点を分析し、「覇権システム」下の日中両国の対立と依存関係を明らかにする。 
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	 	 	 C・日・中(×)	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・ソ連(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




	 	 	 C・中国(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・日本(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 		A・アメリカ	 	 	 										 	 B・日本(×)	 					 	 	 	 	 		 C・中国(×)	 	 	 ×	 	 	 	 	 	 	 		
[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	
  5 
1970年代以降「覇権システム」における日本・中国の役割	
	 		 C・アフリカ(×)	 ×	 	 	 	 	 	 	 	 			 	 B・中国(×)		 	 	 	 	 	 	 			 	 A・日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]		
	 	 	A・日本																								B・中国(×)		 		 	 	 	 	 	 	C・アフリカ(×)	 	 ×	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 	[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	
	 	
なお、村田のモデルは 1970 年代以前と 1970 年代以後の世界を｛［A］−（×）
［B］−×［C］｝と｛［B］−（×）［C］−×［A］｝の世界に分けて描いている。
しかし、村田も言うように、70 年代、80 年代、90 年代はこの二つのモデルの




























	 	 	 B・中国・インド・ブラジル	 	 C・東南アジア・アフリカ	(×)	 		 A・米・日・欧×	
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 （製物国→金融・サービス化）	 	 	 	 	 （産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 （金融・サービス化）	
	
	 	 	 A・米・日・欧×	 	 	 	 	 	 	 C・東南アジア・アフリカ	(×)	 	 B・中国・インド・ブラジル	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
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中国が構築している「世界システム」の全体像 
  ｛［B］     	    ⇄			       ［C］       	 ⇄        	  ［A］｝ 






	 	 	 	 ①ロシア 
	 	 	 	 ②香港・台湾・韓国 
	 	 	 	 ③インド 
	 	 	 	 ④ブラジル 
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第 1 章	 覇権システムと民主主義 
 















	 	 →イギリス、フランス、アメリカ、ドイツ 
②「半周辺」 







重革命というのは、18 世紀末から 19 世紀半ばまでのフランス革命とイギリス
                                                        
1 村田邦夫『史的システムとしての民主主義』晃洋書房	 1999 年、159−172 頁参照（以下、『史的シス
テム』と略す）。 
















3.バリントン・ムーア Jr の近代世界システム論 
	 アメリカの社会学者バリントン・ムーア Jr は農業社会から近代産業社会
への移行の三経路を描きながら、世界を次のように分けた。 
	 	 ①ブルジョア革命からブルジョア・デモクラシーへ	  
	 →イギリス、フランス、アメリカ 
	 ②「上からの革命」を経てファシスト独裁へといたる「保守革命」 
	 	 →日本、ドイツ 
	 ③「農業革命」から「共産主義」へ 





                                                        
2 ブルジョア民主主義とは近代的議会制民主主義のことである。 
3 中村政則『経済発展と民主主義』岩波書店	 1993 年、11 頁。 





























                                                        
4 猪口邦子『ポスト覇権システムと日本の選択』ちくま文庫	 1992 年、9 頁（以下、『ポスト覇権シス
テム』と略す）。 



























                                                        




7 村田邦夫『民主化の先進国がたどる経済衰退』晃洋書房	 1995 年、89−90 頁（以下、『民主化の先進
国』と略す）。 




























                                                        
8 同上書、85−179 頁参照。 
9 同上書、147−179 頁参照。 
10 同上書、148 頁。 


























                                                        
11 猪口、前掲書『ポスト覇権システム』70 頁。 





14 猪口、前掲書『ポスト覇権システム』73 頁。 
15 同上書、75 頁。 

































                                                        
16 同上書、77 頁。 
17 同上書、78 頁。 
  17 
に整理している18。 
覇権システムの不安定化により、「覇権循環論」が登場した。すなわち、「ポ































ている。同上書 82 頁を参照されたい。 
21 同上書、132 頁。 
22 同上書、132 頁。 
  18 
表 2	 ポスト覇権システムの構造23 























































                                                        
23 同上書、133 頁、表 3・1	 より転載。 





























                                                        
24 http://ja.wikipedia.org/wiki/Category:20 世紀の戦争	 を参照した。 





























                                                        
25 猪口、前掲書『ポスト覇権システム』132 頁。 





























                                                        
26 村田、前掲書『民主化の先進国』85−179 頁参照。 































  23 


























                                                        
27 村田、前掲書『史的システム』60 頁。 
28 同上書、60 頁。 
29 フアン・リンス著・内山秀夫訳『民主体制の崩壊—危機・崩壊・均衡回復—』岩波書店	 1982 年、6、
7 頁。 



























                                                        
30 同訳書、108 頁。 
31 J・シュンペーター著『資本主義・社会主義・民主主義』東洋経済新報社	 1995 年、386 頁。 
32 同上書、399 頁。 
33 村田、前掲書『史的システム』19 頁参照。 
34 同上書、23 頁。 





























                                                        
35 村田、前掲書『覇権システム』155−162 頁参照。 




























                                                        
36 孟子「梁惠王章句上」（原文：衣食足而知礼節）『孟子』。 
37 中村、前掲書『経済発展と民主主義』6 頁。 
38 村田、前掲書『民主化の先進国』19−20 頁を参照されたい。 




























                                                        
39 中村、前掲書『経済発展と民主主義』を参照されたい。 
40 同上書、14−17 頁。 
41 村田、前掲書『民主化の先進国』23 頁。 
42 同上書、21−22 頁を参照されたい。 





























                                                        
43 中村、前掲書『経済発展と民主主義』16 頁。 













	 	 	 文明・A・先進国	 	 	 	 	 	 	 半開・B・中進国		(×)	 	 	 	 	野蛮・C・後進国×	
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
（製物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中間的役割）	 	 	 	 	 	 	 	 （産物国）	
	
	 	 	 野蛮・C・後進国×	 	 	 	 	 	 半開・B・中進国		(×)	 	 	 	 文明・A・先進国		
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 	 （産物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中間的役割）	 	 	 	 	 	 	 （製物国）	 	
 
                                                        
44 村田邦夫『日本人の物語』神戸市外国語大学研究叢書	 第 48 冊	 2010 年、13 頁。それに、『覇権シ
ステム下』163−182 頁を参照されたい。(×)は、矢印で示される「経済発展」から「民主主義の発展」へ
の移行が、その可能性はあるけれども、十分に実現されないことを意味する。また×はその移行がそも
そも実現不可能であることを意味する。A は「中心国」、B は「準周辺国」、C は「周辺国」と理解で
きる。 









	 	 	 半開・B・中進国			 	 	 	 	 	 	野蛮・C・後進国	 (×)	 	 	 	 	 文明・A・先進国×	
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 （製物国）への転換をはかる。（産物国）なかには製物国への転換	 	 （金融・サービス）へ転換	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 	 なかには金融・サービス化の	 	 	 	 	 	 をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 をはかる。	
	 	 転換も視野に含めた国もある。	
	
	 	 	 文明・A・先進国×			 	 	 	 	 	 野蛮・C・後進国	 (×)	 	 	 	 半開・B・中進国	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 （金融・サービス）へ転換	 	 （産物国）なかには製物国への転換	 （製物国）への転換をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 	 	 	 をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 なかには金融・サービス化の	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 転換も視野に含めた国もある。	
	
                                                        
45 同上書、14 頁。 






















































                                                        
47 この「周辺」は地理上の「周辺」ではなく、「国際関係」上の「周辺」を意味する。 
48 村田、前掲書『民主化の先進国』23−24 頁。 









（日本の）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （アメリカの）	 	 	 	 	
[権威主義的性格の政治→経済発展]		 →	[経済発展→民主主義の発展]	 	




（日本の）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中国の）	
[経済発展→民主主義の発展]	 →	 [権威主義的性格の政治→経済発展]	




（アメリカの）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中国の）	
	 	 	 	×																									
[経済発展→民主主義の発展]	 →	 [権威主義的性格の政治→経済発展]	




                                                        
49 同上書、27−28 頁。 
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第 2 章	 戦後中国の経済成長と民主主義の発展  
	  




リカーナの 50 年』（東京創元社、1999 年）によれば、第 2 次世界大戦後の 15
年間、アメリカは驚異的な経済成長を遂げ、世界で最も豊かな国としての地位
を固めた。アメリカが生産するすべての製品・サービスの価値を測定する国民
総生産は、1940 年にはおよそ 2000 億ドルであったが、1950 年には 3000 億ド
ル、そして 1960 年には 5000 億ドル以上へと大きく成長した。アメリカは工業
生産で 1947-1948 年に世界の 50％を占め、総輸出は 30％、海外投資は世界の
75％を占める50。 
	 こうした成長のきっかけとなったのは、第 2 次世界大戦のための大規模な公





及台数は１万 7000 台未満であった。しかし、1960 年までには、全国の 3/4 の
家庭 がテレビを所有していた52。単にテレビの保有率から見ると、アメリカ






                                                        
50 トマス・J・マコーミック著、松田武・高橋章・杉田米行訳『パクス・アメリカーナの５０年』 
	 東京創元社 1999 年、206—230 頁参照。 
51 家正治編『国際関係』世界思想社 1996 年、16−25 頁参照。 
52 http://aboutusa.japan.usembassy.gov/j/jusaj-ushist12.html 参照 
























年に世界の 50％を占め、総輸出は 30％、金保有は 70％、海外投資は世界の 75％
を占め、経済力や軍事力で優位に立ちアメリカは世界経済の中心となった。国
際通貨基金は各国の雇用維持と所得増大のため、外貨事情を良好にし、国際貿
                                                        
53 家正治、前掲書『国際関係』16－17 頁。 
54 第二次世界大戦後の 1948 年 6 月、ソ連政府が西ベルリンに向かう全ての鉄路と道路を封鎖した事件
であり、冷戦初期を象徴する事件である。 
55 同上書、16－17 頁参照。 
56 同上書、16 頁。 











年 9 月にベトナム民主共和国、インドネシアが独立し、1948 年には朝鮮民主










インドネシア、1946 年にフィリピン、1947 年にインド、パキスタン、1948 年
にビルマ、スリランカ、南北朝鮮、1949 年にカンボジア、中華人民共和国な
どの国々は次々と独立・成立した。1997 年の香港返還と 1999 年のマカオ返還




                                                        
57 同上書、17 頁を参照されたい。 
58 同上書、17 頁。 




























                                                        
59 トマス・J・マコーミック、前掲訳書『パクス・アメリカーナの５０年』25 頁。 
60 同上書、26−27 頁。 
61 同上書、29 頁。 




























                                                        
62 同上書、56 頁。 
63 村田、前掲書『民主化の先進国』23−24 頁を参照されたい。 




























                                                        
64 同上書、134−135 頁を参照されたい。 
  41 
得することができた。これは「覇権システム」におけるいわゆる相互補完的役
割である。 


























                                                        
65 トマス・J・マコーミック、前掲訳書『パクス・アメリカーナの５０年』63 頁参照。 
66 同上書、71−82 頁。 
  42 
る」67という戦争戦略を提言した。 












1945 年 8 月 6 日、アメリカは広島に最初の原子爆弾を投下した。ソ連が 8













                                                        
67 ハリー・s・トルーマン上院議員、1914 年。 
68 マコーミック、前掲訳書『パクス・アメリカーナの５０年』83 頁。 
69 同上書、83−85 頁。 





























                                                        
70 同上書、108 頁。 
71 同上書、109 頁。 














（『高崎経済大学論集第 50・51 巻』2008 年）を参照し、次のように整理、要
約した。 
1945 年 7 月、日本は、ポツダム宣言に基づいて正式降伏を宣言した。中国
















73 中国第二歴史案館編『財政經濟（一）』凤凰出版社 1994 年、7−20 頁。 
「物資建設五年計画草案提要」「戰後我國對外貿易政策綱領」、「我國經濟事業經營原則草案」。 































75 大石恵「戦後中国の経済復興とアメリカの援助（上）」『高崎経済大学論集』第 50 巻第 3・4 合弁号、
2008 年、141−142 頁参照。 
76 同上論文、145−148 頁参照。 
  46 
後復興目的と標榜し、国民政府に援助供与した。中華民國重要史料初編編輯委
員會編、前掲論文「美援物資状況報告節録」によると、1945－1949 年の間で


















た三分の一にあたる 35000 人を殲滅した。1946 年 6 月 26 日、蒋介石は国民党
正規軍 160 万人を動員し、全面侵攻の命令を発した。1946 年 12 月 18 日、ト
ルーマン大統領はマーシャル将軍の召喚と中国内戦からのアメリカの撤退を
表明した。共産党の方ではソ連からの援助を継続して受けており、国民革命軍
に対して質的均衡となるほどの軍事力を得た。1947 年 3 月には蒋介石は「全
                                                        
77 中華民國重要史料初編編輯委員會編「美援物資状況報告節録」1981 年、391−392 頁。 






  47 
面侵攻」から「重点攻撃」へと方針を転換する。対象地域は共産党軍の根拠地
である延安などであったが、毛沢東は 3 月 28 日、延安を撤退して、山岳地域
に国民党軍を誘導した。5 月から 6 月にかけて、共産軍は 83000 人の国民党軍
を殲滅した。1947 年 6 月の時点で共産党員は 46 年の 136 万から 276 万に急増
し、兵力も 120 万から 195 万へと増大した。対する国民党軍の兵力は 430 万か
ら 373 万へと減少していた。農村部を中心に国民党の勢力は後退、共産党が勢
力を盛り返していた。1948 年 9 月から 1949 年 1 月にかけての「三大戦役」79で、
共産党軍は決定的に勝利する。「遼瀋戦役」では国民党軍 47 万が殲滅され、国
共軍事比は 290 万人対 300 万と逆転した。「淮海戦役」では国民党軍 80 万、共
















共産党は自身の指導による政府を設立、1949 年 10 月 1 日に「中華人民共和
国」の正式な成立を宣言した。 
一般的には、国民政府はアメリカの経済援助を受け入れながら戦後復興の失
                                                        
79 同上書、第 7 章：第二次大戦の終結と中華人民共和国への道。195−197 頁参照。 






















						 日本	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	中華民国(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	






                                                        
80 大石、前掲論文「戦後中国の経済復興とアメリカの援助（下）」60 頁参照。 
81 村田、前掲書『民主化の先進国』111 頁を参照されたい。 
  49 
の「日本の経済・軍事を最小限に押さえよう」という占領政策から日本経済の
復興の援助、再軍備へと 180 度転換した。 
外交戦略の転換によって、アメリカは次のようなアジア秩序を構築し始めた。 
図式2−1−2	 戦後の日・中・米関係	
							中国	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	日本	 		(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	






















	 一方、ソ連は第二次世界大戦の期間中に 2000 万人以上の犠牲を出したもの
の、その勝利に大きく貢献したことでソ連は国家の威信を高め、世界における
                                                        
82 マコーミック、前掲訳書、25 頁。 




この歴史背景の下で 1949 年 10 月 1 日に「中華人民共和国」は成立した。 
牛軍著『中華人民共和国対外関係史概論』（北京大学出版社、2010 年）によ
ると、1949 年から 1972 年にかけて、中国の対外政策は次のようになる。 
1.毛沢東の革命戦略「向ソ一辺倒」83（1949－1950 年代半ば） 












治協商会議」は党派代表 165 名、地区代表 116 名、軍代表 71 名、人民団体代







                                                        
83 牛軍『中華人民共和国対外関係史概論』北京大学出版社 2010 年、10−40 頁を参照されたい。 
84 天児慧『中華人民共和国史』岩波書店 2004 年、16－20 頁参照。 
85 同上書、17－18 頁。 













1949 年 12 月には毛沢東がモスクワに訪問しスターリンと会見、スターリン
の国際共産主義運動を高く評価すると共に両国間の政治、経済に関する問題の
















87 同上書、138 頁。 
88 天児慧、前掲書『中華人民共和国史』16－20 頁参照。 
89 郝雨凡「中国対外経済政策 50 年」『外交評論(外交学院学報)』外交評論雑誌部、2007 年 05 期を参照
されたい 。 
















1960 年 4 月に、中国側は「レーニン主義万歳」92という論文を発表し、ソ連
の修正主義路線の全面的な批判を公表した。その後、中ソの社会主義路線の理






1966 年 5 月に、中国では文化大革命94が始まった。当時の中国は帝国主義の
アメリカと現代修正主義のソ連の両国とも批判し、抵抗していた。いわゆる「反
米反ソ」路線はこの時代の特徴であった。 
                                                        
90 牛軍、前掲書『中華人民共和国対外関係史概論』30−60 頁を参照されたい。 
91 小島朋之『中国現代史』中公新書 1999 年、53 頁。 
92 红旗杂志编辑部『レーニン主義万歳』外文出版社 1960 年を参照されたい。 
93 小島、前掲書『中国現代史』53－58 頁参照。 
94 1966 年 5 月 16 日「五一六通知」から 1976 年 10 月 6 日「四人組」逮捕まで。 
  53 
3.反ソ95 （69 年後） 
中ソ対立の下で、1969 年 3 月に中ソ国境紛争の「珍宝島事件」が発生した。
中ソ関係は急激に悪化した。しかし、中ソ対決の状態が中米関係の改善に非常
に良いチャンスを提供した。ニクソン大統領は就任直後にすでに対中接近を構








策」であった。1971 年 10 月 25 日にアルバニア決議によって中華人民共和国
は中華民国に代わって国連復帰を実現し、国連常任理事国となった。翌年の




	 Ⅳ	 社会主義模索期の中国 
	 1.人民公社化・大躍進運動 





	 1953 年に中国は「第 1 次五か年計画」を設定し、ソ連の援助を受けて、「重
化学工業を優先」という政策を実行した。1957 年 11 月 6 日にフルシチョフは、
「ソ連が工業・農業生産において 15 年以内にアメリカを追い越せるだろう」
                                                        
95 牛軍、前掲書『中華人民共和国対外関係史概論』40−45 頁参照。 
96 小島、前掲書『中国現代史』52－58 頁参照。 
  54 
と宣言した。毛沢東はこれに触発され、市場原理を無視して、1957 年に「大
躍進政策」を指示した。1958 年の第二次五ヵ年計画において中国共産党指導




	 それ故、中国は 1958 年 - 1960 年の間に施行した農業・工業の無理な増産政
策のため、より厳しい状態に陥った。丁抒著『人祸：“大躍進”与大飢荒』（香

















の買収・譲渡は 1947 年から 1950 年までに行われ、最終的に 193 万町歩の農地




98 丁抒『人祸：“大躍進”与大饥荒』香港九十年代雑誌社 1991 年を参照されたい。 
  55 
が、延 237 万人の地主から買収され、延 475 万人の小作人に売り渡された」99。























	 1966 年 8 月の第 8 期 11 中全会が開催され、「中国共産党中央委員会のプロ
                                                        
99 飯田経夫『現代日本経済史(上)』筑摩書房 1976 年、42-45 頁。 
100 農地改革資料編纂委員会編『農地改革資料集成』農政調査会 1975 年、第 11 巻、 35－54 頁。 





  56 
レタリア文化大革命についての決定」で文化大革命が本格的に始まった。 









	 1976 年 9 月 9 日に毛沢東が病死した。その後、毛沢東の権威を利用して権
力を握っていた「四人組」104も逮捕され、1966 年からの「混乱期」がここで
終了した。 
	 1978 年 2 月の第 5 期全国人民大表大会第一回会議で華国鋒は「1974－1976
年の「四人組」時代、混乱によって国民経済の損失は工業総生産で 1000 億元、










	 小島麗逸著『現代中国の経済』（岩波新書、1997 年）によると、「中国は 1953
年に「第一次 5 カ年計画」を開始した。成長率を見ると、工業 18％、農業 4.5％、
                                                        
103 席宣、金春明『文化大革命簡史』中国共産党党史出版社 2006 年参照。 
104 「四人組」とは江青、張春橋、姚文元、王洪文の四人である。 
105 小島麗逸『現代中国の経済』岩波書店 1997 年、88 頁。 






財政は 1958ー1960 年の 3 年間連続して赤字となった」106と述べている。 
	 一方、人民公社化運動は農民の生産意欲を減退させた。1959 年からの自然









年成長率はマイナス 0.43％107となった。1974－1976 年の 3 年間で、国家財政









                                                        
106 同上書、35-67 頁参照。 
107 中国国家統計局『国家統計年鑑 1991』中国統計出版社 1991 年、34 頁。 
108 村田、前掲書『民主化の先進国』23 頁。 





























                                                        
109 同上書、23−24 頁。 
110 村田、前掲書『民主化の先進国』111 頁を参照されたい。 







B・ソ連	 	 	 	 	 (×)	 	 			 	 	 	 	 C・中国	(×)				×	
[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	
C・中国	(×)						×						 	 	 				 	B・ソ連	 	 	 	 (×)	
[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	
 
	 図式 2−1−3 に当時の A・中心国のアメリカを入れると、筆者は次のように考
える。 
図式2−1−4	 毛沢東時代の米・ソ・中関係	
							中国	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	ソ連	 		(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
















  60 




















	 Ⅱ	 改革開放政策 
	 1.改革開放政策の策定過程 




な清算はしていなかった。全面的な清算を行ったのは 1978 年 12 月の党十一期
三中全会であった。 
                                                        
111 国益を中心に、状況に応じて協調性と強硬さを区別する。 
112 毛里和子『日中関係−戦後から新時代へ』岩波書店 2006 年、104—106 頁参照（以下、『日中関係』と
略す）。 


























                                                        
113
	 同上書、103 頁。 
114 「二つのすべて」は「毛主席の決定した事はすべて支持し、毛主席の指示はすべて変えない」とい
う主旨であった。 
115	 矢吹晋『鄧小平』講談社現代新書 2003 年、97 頁。 
116  中華人民共和国元帥、国務院副総理兼国防部長、中国共産党中央政治局委員、中央軍事委員会副主
席を務めたが、大躍進政策を批判したため失脚。紅衛兵らによる虐待の中で死亡した。 
117  元中央宣伝部長。 
118  元国務院副総理。 
119	 元中央書記処書記。 




























                                                        
120  小島、前掲書『中国現代史』64−67 頁を参照。 
121  鄧小平『鄧小平文選』中国人民出版社 1978 年参照 





























                                                        
122	 矢吹晋、前掲書『鄧小平』103−105 頁。 
123  鄧小平『鄧小平同志論改革開放』人民出版社 1989 年。 
124  同上書。 
  64 




























                                                        
125 益尾知佐子『中国政治外交の転換点−改革開放と独立自主の対外政策』東京大学出版社	 2010 年、 
	  203 頁参照。 
126 同上書、205 頁。 

















GDP の成長については、次の図 2−2−2 を見てみよう。1980 年から 2012 年ま
での 32 年間で中国 GDP の成長率は 10%以上であった。国内総生産は 1980 年
の 4,545 億元から 2012 年の 519,470.10 億元へと百倍以上成長した。 
 
 
                                                        
127  毛里、前掲書『日中関係』103—106 頁参照。 
  66 














補償貿易の 3 つの方法があった。 
さて、日本は中国の改革開放にどのような積極的な役割を果たしたかについ
て、まず対外借款の面から説明しておきたい。日本は 1979 年から 2007 年まで




                                                        
128 服部健治、丸川知雄編『日中関係史	 1972-2012	 Ⅱ経済』東京大学出版社	 2012 年、107 頁参照。 
  67 
表 2−2−3	 1979-2000 日本の対中借款 
 年度 総額 
第一次 1979-1984 3309 億円 
第二次 1984−1989 4700 億円 
第三次 1990−1995 8100 億円 

















                                                        
129 毛里、前掲書『日中関係』115 頁。 
130 中国商務部ホームページ（外資投資統計）の統計データより転載。企業数と実際使用外資金額。詳細
は http://img.project.fdi.gov.cn//21/1800000121/File/201410/201410270300549332341.pdf を参照されたい。 
  68 
本からの投資は、1987 年には 23.1253 億ドルで、2013 年までの対中投資総額















①[B・C 経済発展と民主主義の発展×→A 経済発展と民主主義の発展○] 133	   
②[B・C 経済発展と民主主義の発展×→A 経済発展と民主主義の発展×] 134	   
③[B・C 経済発展と民主主義の発展○→A 経済発展と民主主義の発展○] 135	   






                                                        
131 中国商務部「中国外資統計 2014」10 頁参照。
http://img.project.fdi.gov.cn//21/1800000121/File/201410/201410270300549332341.pdf 




135 例えば、50、60 年代におけるアメリカの対日援助。 
136 例えば、80 年代に日本がアメリカの脅威であると認められたとき、アメリカは BIS 規制や為替操作
などの方法で日本経済の成長を阻止した。 



















ってどのような意義があるかをみてみよう。1980 年から 2012 年までの 32 年
間で中国GDPの平均成長率は 10%以上であった。国内総生産は 1980年の 4,545
億元から 2012 年の 519,470.10 億元へと百倍以上成長した。中国統計局のデー
タによると、中国の輸出・入総額は 1978 年に 206.40 億ドルであり、2013 年で
は、41596.93 億ドルであった。「改革開放」の 35 年間で、約 200 倍に成長した。
しかし、注意すべきなのは、中国は「改革開放」以降、国際貿易の面で大きな
































メリカが世紀転換期以降から 1950 年代、60 年代にかけて担ってきた製造業部
門はいずれの国や地域が担うことになったのであろうか。それはまず初めにド
イツと日本であると位置づけられよう」138、と村田は述べている。 
                                                        
137 村田、前掲書『民主化の先進国』134−135 頁。 
138 同上書、141−142 頁。 































                                                        
139 同上書、143 頁参照。 
  72 
Ⅴ	 村田のモデルから中国の改革開放を見る 
 












	 1.日本民主—経済	 中国経済−民主	  
日本と中国の歴史をみると、すぐわかるように、戦後の日本は GHQ の占領
によって、さまざまな民主改革が行われた。その後、経済が大きく成長した。
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140 村田、前掲書『民主化の先進国』111 頁。 




























                                                        
141 同上書、23−24 頁。 
142 同上書、111 頁。 
143 村田、前掲書『史的システム』241 頁参照。 






	 	 	 	（自由民主主義体制）	 	 	 	 	 						（権威主義体制）×	
								[経済発展→民主主義の発展]	 			→	 [経済発展→民主主義の発展]	
	
								(権威主義体制)×	 	 	 	 	 	 	 	 			（自由民主主義体制）	
	 	 	 	 [経済発展	→民主主義の発展]	 	 		→	[経済発展→民主主義の発展]	
 
歴史からみると、16 世紀のオランダ、18 世紀のイギリス、19 世紀末から 20


















                                                        
144 同上書、242 頁。 
145 同上書、242 頁。 
146 村田、前掲書『民主化の先進国』23 頁。 




























                                                        
147 同上書、23−24 頁。 
148 同上書、111 頁。 






















	 中国は 1958年 - 1960年の間に施行した農業・工業の無理な増産政策のため、
もっと厳しい状態に陥った。丁抒著『人祸：“大躍進”与大飢荒』（香港九十年



























	 1976 年 9 月 9 日には毛沢東が病死した。その後、毛沢東の権威を利用して
権力を握っていた「四人組」152も逮捕され、1967 年からの「混乱期」がここ
で終了した。 
	 1978 年 2 月の第 5 期全国人民大表大会第一回会議で華国鋒は「1974－1976
年の「四人組」時代、混乱によって国民経済の損失は工業総生産で 1000 億元、










153 小島、前掲書『現代中国の経済』88 頁。 










	 小島麗逸、前掲書『現代中国の経済』によると、中国は 1953 年に「第一次






ー1960 年の 3 年間連続して赤字となった、と小島は述べている154。 
	 他方、人民公社化運動は農民の生産意欲を減退させた。1959 年からの自然










                                                        
154 同上書、35-67 頁参照。 
155 中国国家統計局『国家統計年鑑 1991』34 頁。 
  83 
	 1974－1976 年の 3 年間、国家財政は 3 年連続の赤字となった。1976 年は、
中国は最大の政治的混乱の中にあり、国家収入の成長率はマイナスとなり、崩
壊寸前の状態であった。文化大革命の犠牲者は、正確にはわからないが、「死
者 1000 万人、被害者 1 億人、経済的損失は約 500 億元」156とも言われるほど
であった。 
	 2.「改革開放」以降の中国 






















                                                        
156 天児慧、前掲書『中華人民共和国史』60 頁を参照されたい。 
157 農業、工業、国防、科学技術。 

























































                                                        
158 村田、前掲書『史的システム』を参照されたい。 
159 村田、前掲書『民主化の先進国』27−28 頁。 
  86 
③1945年から1960年代にかけてのアメリカと日本との関係	
（日本の）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （アメリカの）	 	 	 	 	
[権威主義的性格の政治→経済発展]		 →	[経済発展→民主主義の発展]	 	




（日本の）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中国の）	
[経済発展→民主主義の発展]	 →	 [権威主義的性格の政治→経済発展]	




（アメリカの）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中国の）	
	 	 	 	×																									
[経済発展→民主主義の発展]	 →	 [権威主義的性格の政治→経済発展]	










































  88 
図式2-3-2	 「縦」と「横」からみた経済発展と民主主義の関係160	
	 									C																																			B																																			A			
	 [経済発展×→民主主義の発展×]		 →	[経済発展→民主主義の発展×]		 	→	[経済発展→民主主義の発展（×）]		
	 [経済発展→民主主義の発展×]	 		 →	[経済発展→民主主義の発展（×）]→	[経済発展→民主主義の発展]	
	 [経済発展→民主主義の発展（×）]	→	[経済発展→民主主義の発展]	 	 	 →	[経済発展→民主主義の発展×]	





							中国	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	日本	 		(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




	 	 	 	 中国	 	 	 	 	 	(×)		 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ	×	
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	















                                                        
160 「横」は中心・準周辺・周辺の関係である。「縦」は歴史の発展のように、民主主義は低い段階から
高度化への変化の過程である。 




















アフリカ(×)	 	 	 	 	 			中国	 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 						アメリカ×	 	
[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]→[経済発展→民主主義の発展]	


















一方、戦後の中ソ関係は概略すれば、次の 3 つの段階があった。 
①中ソ連合（1949 年－1950 年代半ば） 





							中国	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	ソ連	 		(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	












	 	 	 中国	 	(×)		 	 	 	 	 	 	 	 	ソ連	 	 (×)	 	 	 	 	 	 	 	 	アメリカ	×	
		 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	


































	 	 	 	（自由民主主義体制）	 	 	 	 	 						（権威主義体制）×	
								[経済発展→民主主義の発展]	 			→	 [経済発展→民主主義の発展]	
	
								(権威主義体制)×	 	 	 	 	 	 	 	 			（自由民主主義体制）	


















  93 





























                                                        
161 佐々木毅『政治学は何を考えてきたか』築摩書房 2006 年を参照されたい。 



























処分をされているのが 2011 年だけでも 14 万 2893 人163であった。これは今日
の中国にとって一番重大な課題になっている。短期の政策でこの深刻な問題を
                                                        
162 『中国共産党党章』参照。 
163 中国共産党規律検査委員会と監察部により明らかにされた。 





























                                                        
164 マルクス・エンゲルス『共産党宣言』岩波文庫、10 頁。 
165 工場、機械、原料など。 
166 西野久雄『民主主義をめざす中国』リーベル出版 1998 年、12 頁参照。 
















について見ると、1953 年現在、従業者数は 200 万人で、そのうち、従業者 10













                                                        
167 同上書、15 頁参照。 
168 草野文男『現代中国経済史研究』御茶の水書房 1985 年、232−504 頁参照。 
  97 
表 2−4−1	 中国経済の「社会主義的改造」の進展169 
（国民総所得＝100） 
























































                                                        
169 今井駿『中国現代史』山川出版社 1984 年、257 頁。 
170 村田、前掲書『民主化の先進国』23−24 頁。 
171 同上書、111 頁。 





























































                                                        
172 西野、前掲書『民主主義をめざす中国』38−49 頁を参照されたい。 


















	 	 	 	（自由民主主義体制）	 	 	 	 	 						（権威主義体制）×	
								[経済発展→民主主義の発展]	 			→	 [経済発展→民主主義の発展]	
	
								(権威主義体制)×	 	 	 	 	 	 	 	 			（自由民主主義体制）	









                                                        
173 村田、前掲書『民主化の先進国』111 頁。 
174 民主主義の発展の観点からみた場合。 
  101 
表 2−4−2	 「三位一体」的経済興隆並びに経済衰退モデル175	 	





































                                                        
175 同上書、65 頁。 
































                                                        
176 村田、前掲書『民主化の先進国』66 頁。 
177 同上書、66 頁。 















	 	 	 	 	 （自由民主主義体制）	 	 	 	 	 						（権威主義体制）×	
[経済発展→民主主義の発展]	 			→	 [経済発展→民主主義の発展]	
	














                                                        
178 同上書、85 頁。 


















































時期	 経済発展	 民主主義の発展	 代表的な事件	




























ランダ、18 世紀のイギリス、19 世紀末から 20 世紀初頭の転換期のアメリカ、





















                                                        
179 村田、前掲書『民主化の先進国』23 頁。 
180 同上書、23−24 頁。 
181 同上書、111 頁。 






























                                                        
182 村田、前掲書『民主化の先進国』111 頁を参照されたい。 




























































                                                        
183 同上書、89 頁。 
184 同上書、89 頁。 






































                                                        
185 経済発展の視角からみた場合。 
186 同上書、60 頁。 
187 同上書、65 頁。 





























                                                        
188 村田の論により筆者作成。 
189 村田、前掲書『民主化の先進国』114−117 頁を参照されたい。 
  112 
表2−4−6「カルチュラル・ポリティクス」の視角から	
80年代以降の中国を見る	






















































                                                        
190 国益を中心に、状況に応じて協調性と強硬さを区別する。 
191 毛里、前掲書『日中関係』104—106 頁参照。 
192 同上書、103 頁。 
193 「二つのすべて」は「毛主席の決定した事はすべて支持し、毛主席の指示はすべて変えない」とい
う主旨であった。 
194	 矢吹晋、前掲書『鄧小平』97 頁。 
  114 
十一期三中全会で、鄧小平は 1980、90 年代の「三大任務」として、現代化の
ための経済建設、反覇権と世界平和、そして香港や台湾の祖国統一を提起した。


























                                                        
195  小島、前掲書『中国現代史』64−67 頁参照。 
196  前掲書『鄧小平文選』参照。 


























済特区の設置を提案した。その後 1979 年 7 月に広東、福建両省の対外経済活
動に特恵処置を与え、広東省の深圳、珠海、汕頭、福建省の厦門で特区を設置
した。特区では外国技術と外資に依存し、合弁企業または外国単独企業が生産
                                                        
197	 矢吹晋、前掲書『鄧小平』103−105 頁。 
198  鄧小平、前掲書『鄧小平同志論改革開放』を参照。 
199  同上書。 
  116 
の中心となった。もちろん、外資や外国技術をうまく導入させるために、特区
では税制の面でさまざまな優遇措置を与えた。1984 年には北京、天津、上海




















1980年から 2012年までの 32年間に中国GDPの成長率は 10%以上であった。






                                                        
200  毛里、前掲書『日中関係』103—106 頁参照。 




























































                                                        
201 鄧小平の「先富論」の主要な目的は、まず一部の地域・人（特に沿海地域）が富になって、第二段階
は豊かになった地域が後進地域を支援することである。 
















図 2−4−7 が示すように、「改革開放」15 年後の 1993 年には、陝西省の GDP
はただ 678 億元であった。一人当たりの GDP は 1981 元であった（38,198 円）。 
 
                                                        






  120 
「西部大開発」政策が実施された後、陝西省の GDP は大きく成長してきた。 
中国国家統計局の最新のデータによると、2013年には、陝西省のGDPは16,045




























  121 
発展」や「地域開発」という目的である。	
「東北工業基地の振興政策」について、2004 年 9 月 25 日に中国「人民網」
は、「2004 年 7 月 1 日からさかのぼり、黒龍江省、吉林省、遼寧省と大連市
で（１）付加価値税の免除範囲の拡大（２）資源税税額基準の調整（３）企業
所得税」204の 3 つの税制優遇策実施を発表した。	























                                                        
204 人民綱日本語版、2004 年 9 月 25 日参照。 
205	胡鞍鋼「东北老工业基地经济转型与开放」『国情報告』第 66 期	2003 年参照。 

























                                                        
206 人民綱日本語版、2015 年 3 月 10 日参照。 









「科学的発展観を如何に贯くか」『中国経済新論』経済産業研究所 2007 年参照。 














している、国際貿易にはめざましい発展を遂げた。1990 年から 2006 年までの







いた。2008 年秋の危機の発生直後、2009 年も GOP の成長率は 9.2%を維持し
ていた。表 2-4−8 に見られるように、2009 年に中国の国際貨物輸出総額は 1
兆 2015 億ドルで（香港、マカオを含めない）、国際貨物輸入総額は 1 兆 0057
億ドルであった（香港、マカオを含めない）。 
                                                        







211 山田鐐一、佐野寛『国際取引法（第 3 版補訂 2 版）』有斐閣 2009 年、1 頁参照。 
  124 
表 2-4−8212	 主要国の貿易額推移 
輸出額	 	 	 	 	 	 	 	 (単位：100 million USD) 
 2000 年 2005 年 2008 年 2009 年 
世界全体 64,560 104,890 160,970 124,610 
中国 2,492 7,620 14,307 12,015 
ドイツ 5,502 9,709 14,462 11,209 
アメリカ 7,811 9,011 12,874 10,569 




	 	 	 	 	 	 	 	 (単位：100 million USD) 
 2000 年 2005 年 2008 年 2009 年 
世界全体 67,240 108,530 164,930 126,470 
アメリカ 12,593 17,327 21,695 16,038 
中国 2,251 6,600 11,326 10,057 
ドイツ 4,972 7,771 11,851 9,314 












                                                        
212 中国統計局「世界主要国家和地区貨物進出口総額」参照。 
213 中国統計局「世界主要国家和地区貨物進出口総額」2000 年、2005 年、2008 年、2009 年参照。 




























                                                        
214 関志雄「日米貿易摩擦から日中貿易摩擦へ」3-6 頁参考。 
215 木棚照一『国際取引法（第 2 版補訂版）』成文堂 2011 年、48 頁参照。 
216 植田淳『国際ビジネスのための英米法入門(第 2 版)』法律文化社 2012 年、155 頁を参照されたい。 
217 同上書、265 頁参照。 


























東アジアにおける最初の FTA は ASEAN 自由貿易協定（AFTA）219であった。
1998年11月に韓国から日本に日韓 FTA が提案されたのが始まりであった。そ
                                                        
218一般に、東アジア地域を統合し、アメリカ、欧州共同体に匹敵する地域連合を成立させようとする構
想である。 
219 1992 年に合意、1993 年に締結されたインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タ
イ、ブルネイの 6 カ国、90 年代後半にはベトナム、カンボジア、ミャンマー、ラオスも加盟。 






	 中国はタイ、フィリピン、ベトナムなどとの FTA が検討しながら、ASEAN
との間での FTA も段階的に調印され、2010年までに関税が撤廃されたことに





















                                                        
220 堀口正『中国経済論』世界思想社 25-35 頁。 
221 外務省のプロジェクト『日中韓 3 カ国の競争力比較共同研究』を参考。 
 




























  129 
一方で、他方、海外への資本輸出は増大していく」222、と述べている。	
さて、中国の海外への資本輸出を見てみよう。	 	






















                                                        
222 村田、前掲書『民主化の先進国』60 頁。 


































                                                        






  131 

























                                                        
228 箱崎大、宗金建志、前掲論文「2012 年の中国企業の対外直接投資動向」、3 頁。より詳しいデータは、
中国商務部、国家統計局、国家外貨管理局「2012 年度中国対外直接投資統計報告」参照。 
229 中国商務部、国家統計局、国家外貨管理局「2013 年度中国対外直接投資統計報告」参照。 




























                                                        
230 何帆「中国对外投资的特征和风险」『国際経済評論』2013 年第 1 号、中国社会科学院世界経済政治
研究所、49−62 頁を参照されたい。 
231 村田、前掲書『民主化の先進国』60 頁参照。 
232 同上書、114−117 頁を参照されたい。 
  133 
傾向が生まれていることは否定できないと筆者はみる。	





















                                                        
233 中国国家統計局のデータより筆者作成。 
234 同上書、60－61 頁。 








	 	 	 文明・A・先進国	 	 	 	 	 	 	 半開・B・中進国		(×)	 	 	 	 	野蛮・C・後進国×	
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
（製物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中間的役割）	 	 	 	 	 	 	 	 （産物国）	
	
	 	 	 野蛮・C・後進国×	 	 	 	 	 	 半開・B・中進国		(×)	 	 	 	 文明・A・先進国		
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	










ることを意味する。A は「中心国」、B は「準周辺国」、C は「周辺国」と理解できる。 





	 	 	 半開・B・中進国			 	 	 	 	 	 	野蛮・C・後進国	 (×)	 	 	 	 	 文明・A・先進国×	
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 （製物国）への転換をはかる。（産物国）なかには製物国への転換	 	 （金融・サービス）へ転換	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 	 なかには金融・サービス化の	 	 	 	 	 	 をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 をはかる。	
	 	 転換も視野に含めた国もある。	
	
	 	 	 文明・A・先進国×			 	 	 	 	 	 野蛮・C・後進国	 (×)	 	 	 	 半開・B・中進国	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 （金融・サービス）へ転換	 	 （産物国）なかには製物国への転換	 （製物国）への転換をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 	 	 	 をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 なかには金融・サービス化の	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 転換も視野に含めた国もある。	
図式Ⅱ	 	 1970年代以降の「民主主義」の「秩序」の下での「民主化」の方向	
	
                                                        
237 同上書、14 頁。 

























                                                        
238 同上書、147−179 頁参照。 
239 同上書、148 頁。 
240 A は「中心国」、B は「準周辺国」、C は「周辺国」である。(×)は、矢印で示される「経済発展」
から「民主主義の発展」への移行が、その可能性はあるけれども、十分に実現されないことを意味する。
また×はその移行がそもそも実現不可能であることを意味する。 





























                                                        
241 村田、前掲書『民主化の先進国』23−24 頁。 












この歴史背景の下で 1949 年 10 月 1 日に「中華人民共和国」は成立した。
建国後の中国の対外政策は「向ソ一辺倒」242（1949－1950 年代半ば）－ 















                                                        
242 牛軍、前掲書『中華人民共和国対外関係史概論』10−40 頁参照。 
243 同上書、30−60 頁。 
244 同上書、40−45 頁。 













							中国	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	日本	 		(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




	 	 	 	 中国	 	 	 	 	 	(×)		 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ	×	
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	








                                                        
245 村田、前掲書『史的システム』を参照されたい。 




247 70 年代以降の「世界システム」における A・B・C の関係については、アメリカは A・中心国から
A1・中心から衰退へ（ヘゲモニーの最高点より）、日本は B・準周辺国から A へと成長し、中国は C・
周辺国から B・準周辺国へと成長したと筆者は理解している。 

























                                                        
248 村田邦夫『日本人と民主主義』御茶の水書房	 2009 年、408 頁。 
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図式 2−4−13	 今日の「覇権システム」における中心・準周辺・周辺の関係	
アフリカ(×)	 	 	 	 	 			中国	 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 						アメリカ×	 	
[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]→[経済発展→民主主義の発展]	
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「三位一体」的経済興隆並びに経済衰退モデル249	 	




































                                                        
249 村田、前掲書『民主化の先進国』65 頁。 
250 同上書、66 頁。 
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表 2−4−14	 中国における「三位一体」的経済興隆並びに経済衰退251	 	




































	 中国	 	 	 日本	 	 		アメリカ		
	[周辺]	→	[準周辺]	→	[中心]		






















アフリカ	 	 中国	 	 	 	日本	 	 	アメリカ		
	[周辺]	→	[準周辺]	→	[中心]	→	[中心A1]	







                                                        
251 村田の論により筆者作成。 
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会 、1989 年）、吉川洋『高度成長―日本を変えた 6000 日』（読売新聞社、1997
年）、Ezra F. Vogel『ジャパン・アズ・ナンバーワン』(1979 年)、経済企画庁編
集『戦後日本経済の軌跡―経済企画庁 50 年史』（経済企画庁、平成 9 年）など
何十冊の参考文献に目をとおした。 
武田晴人著『高度成長―シリーズ日本近現代史⑧』(岩波書店 、2008 年)の

































視点が特徴である。筆者は総論の第 1 巻と第 5 巻の関連部分を読んだ。この書
物は通商産業省の産業政策を中心として日本の高度経済成長に対する影響を
説明したので、通商産業政策の内容、効果、背景と役割などを非常に詳しく論



































技術の白書・統計・出版物などがある。その中には、1960 年から 1978 年まで
の間のエネルギー供給量のデッタがある。そのデッタによると、日本において
一次エネルギー供給量において 1962 年から石油が第一位であることを明らか



















	 1955 年－1970 年の間に日本は合計 1 万 5003 件の技術を外国から導入した。
それとともに、技術革新を行っていた。これによって、日本は産業の近代化を
実現した。 
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第 1 節	 終戦直後の日本の経済・政治  
	 終戦による世界情勢の変化の中では、日本国内はどのような状況にあったの
だろうか、筆者は経済と政治の二つの面から説明しておきたい。 
	 Ⅰ	 終戦直後の日本経済 












	 1. 深刻な食糧危機 
  戦前の 1934～1936 年の平均水準を 100 だとすれば、1945 年のそれは 60.2
しかなく、1946 年はさらに 30.7 に落ち込んだ。1944 年から 1945 年までには
農業が凶作で、大量飢餓の発生が真剣に心配された。1945 年は米の収穫高は
例年の 60％だけであった。昭和 12 年五月においては、北海道では二ヶ月以上
の食糧欠配 36 町村、一ヶ月以上 3 市 111 町村、最高 104 日無配給、東京都の
食糧欠配は最高 12日、平均 5日の遅配、神奈川県もほぼ同様の状態であった253。
深刻な食糧危機に襲われた。この厳しい状況は 1947 年ごろまで続いた。 
	 2. インフレーションの高進 
  日本を襲ったのは猛烈なインフレーションである。物価は非常に高かった。
1945 年の物価を基準として、1946 年の物価は 4.6 倍も上がり、それに 1947 年
                                                        
252 夏占友、曹红月編『戦後日本経済』対外経済貿易大学出版社	 2004 年を参照されたい。 
253 経済企画庁戦後経済史編纂室『戦後経済史(総観編)』−「窮迫一途の国民生活」大蔵省印刷局	 1957
年、70-90 頁参照。 
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込まれた。その上、760 万人の戦敗に伴う軍隊からの復員者と約 150 万の海外




経済の復興を二つの段階に分けて研究している。1945 年から 1955 年までの「復
興期」と 1955 年から 1973 年までの「高度成長期」である。 
	 政治路線について、非常に注目されているのは吉田茂256の対米追随路線と重
光葵257の自主路線である。 
                                                        
254『厚生省平均一人一日当りカロリー調』、昭和 21 年。 
255 経済企画庁戦後経済史編纂室、前掲書『戦後経済史(総観編) −第一期：経済混乱期』、68-69 頁。 
256 吉田茂：第 45 代首相、経済復興を最大の目標とし、徹底した対米追随路線を選択。第一次政権は 1
年で終わったが、1 年 5 ヶ月後に再び首相となり、長期政権を築く。 
257 重光葵：戦前、戦中、戦後と、すべての時代で外交官として活躍。対米自主路線の体表的存在。戦後
10 年間、吉田茂と外交方針をめぐって主導権争いを演じた。 





















よれば、1947 年の 1 月から 1948 年 5 月までの間に、政党、経済界から報道機
関に至るまで、各界指導者約 21 万人260が公職を追われた。戦後の日本外交に
おける「自主路線」のシンボルが重光葵も追放され、1946 年 4 月 29 日に A 級
戦犯容疑で逮捕起訴され、1948 年 11 月 12 日有罪判決を受けていた。天皇は
日本の象徴として、もっとも日本的であるべき存在である。利用価値がある。
それに、昭和天皇は最も強固な日米同盟推進者であるから、アメリカは戦争終
                                                        
258 日本外務省『日本外交主要文書』、『特集−太平洋戦争』第三冊、平成 21 年を参照されたい。 
259 ダグラス・マッカーサー：元アメリカの陸軍元帥。連合国最高司令官。約 6 年半の占領期を通じて、
絶対な権力をふるった。まず日本に戦力放棄をさせ、次に自分がアメリカ大統領となって世界平和をリ
ードするという野望をもっていたが、1948 年の大統領予備選挙で惨敗した。 
260 雨宮昭一『占領と改革―シリーズ日本近現代史⑦』岩波書店	 2008 年、48 頁。 
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	 日本は戦敗後、大変な経済困難にあり、この中で、6 年間で約 5000 億円、
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村田は、1945 年から 1960 年代にかけてのアメリカと日本との関係について
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次の図式266を提示した。	
図式 3−2−1	 1945 年から 1960 年代にかけてのアメリカと日本との関係	
	 	 	 	 	 	 	 （日本）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （アメリカ）	
｛[権威主義的性格の政治→経済発展]		 →	[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 	 	 	 	 	 （アメリカ）	 	 	 	 	 	 	 	 （日本）	
｛[経済発展→民主主義の発展]	 →	 [権威主義的性格の政治→経済発展]｝	
	





	 中国	 	 	 	 	 	 	 (×)	 	 			 	 	 	 	 	 	 	 日本	
｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 日本	 	 	 	 	 										 	 	 	 	 	 中国	 	 	 	 (×)	
｛[経済発展→民主主義の発展]	→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]｝	
図式3−2−3	 冷戦期の米ソ関係	
	 ソ連	 	 	 	 	 	 	 (×)	 	 			 	 	 	 	 	 アメリカ	
｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	














                                                        
266 村田、前掲書『民主化の先進国』28 頁参照。 









								 C			(×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	B・日本	(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	








①｛[B・C 経済発展と民主主義の発展×→A 経済発展と民主主義の発展○]｝ 268	   
②｛[B・C 経済発展と民主主義の発展×→A 経済発展と民主主義の発展×]｝ 269	   
③｛[B・C 経済発展と民主主義の発展○→A 経済発展と民主主義の発展○]｝ 270	   






                                                        




270 例えば、50、60 年代におけるアメリカの対日援助。 
271 例えば、80 年代に日本がアメリカの脅威であると認められたとき、アメリカは BIS 規制や為替操作
などの方法で日本経済の成長を阻止した。 


























[B・C 経済発展と民主主義の発展×→A 経済発展と民主主義の発展○] 272	 	
占領初期の日米関係、冷戦期の米ソ関係、戦後直後の米中関係などは、全部こ
のような利害関係であると筆者はみる。つまり、B グループ或は C グループの
ある国が経済的・政治的発展はできないと、A グループのアメリカによって有
                                                        
272 例えば、冷戦期のアメリカとソ連がこの例である。 




























                                                        
273 産経ニュース、2015 年 8 月 14 日「戦後 70 年談話」参照。 
274 1945 年 9 月 2 日『降伏文書』参照。 



























	 Ⅱ	 朝鮮戦争の勃発とアメリカの対日政策の転換 
	 冷戦期の米ソ関係は 70 年代の日中関係と同じような関係図式で描くことが
できる、と筆者はみる。 
                                                        
275 詳しい内容は、外務省特別資料課編「日本占領及び管理重要文書集」91−108 頁を参照されたい。 
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図式3−2−5	 冷戦期の米ソ関係	
	 ソ連	 	 	 	 	 	 	 (×)	 	 			 	 	 	 	 	 アメリカ	
{[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]}	



















































	 冷戦をめぐる西側首脳による代表的な声明は、以下の 3 つである276。 
	 ① 鉄のカーテン演説：1946 年 3 月、英国の前総理チャーチルが、共産主義
勢力によって「バルト海のシュテッティンからアドリア海のトリエステまで大
陸を横切る鉄のカーテンが降ろされた」と警告する演説を行った。 
	 ② トルーマン・ドクトリンの発表：1947 年 3 月、トルーマン大統領は共産
主義勢力と戦うギリシア、トルコの両政府を支援する声明を発表した。 
	 トルーマン大統領は次のように説明していた。「この宣言は共産党の暴政に
                                                        
276 孫崎、前掲書『戦後史の正体』94－95 頁。 























  2.朝鮮戦争の勃発と日本への影響 
	 1950 年 6 月 25 日朝鮮戦争が始まった。ソウルはあっという間に陥落した。
その後、国連軍が編成された。中国は北朝鮮に人民義勇軍を派遣し、司令官は
彭徳懐であった。 
	 和田春樹著「戦後日本政治 50 年－朝鮮戦争と日本」によれば、朝鮮戦争の




  166 
犠牲者は国連軍側が 17 万 2000 名、共産軍側が 142 万名と記している。毛沢東
の息子、毛岸英も戦死した。戦争の死者は全体で 400－500 万人も言われ、「戦
争は朝鮮戦争から米中戦争に転化したということができる。1951 年 7 月 10 日









条約締結が急がれ、1951 年 9 月 8 日に（旧）日米安全保障条約と共に締結さ
れた。 
	「マッカーサーは戦争開始から旬日後の 7月 8日、吉田首相への書簡の形で、












                                                        
278 和田春樹「戦後日本政治 50 年－朝鮮戦争と日本」『世界臨時増刊』岩波書店	 1994 年、56 頁を参照
されたい。 
279 石川真澄『データ	 戦後政治史』岩波書店	 1984 年、25 頁参照。 
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	 表 3−2−6：朝鮮特需280 
年度 1950 1951 1952 1953 
特需受領額 148 591 824 809 
外貨収入に占め
る特需の割合 
14.8% 26.4% 36.8% 38.1% 





海上保安官や民間船員など 8000 名以上を国連軍の作戦に参加させた。	 	  

















                                                        
280 孫崎、前掲書『戦後史の正体』107 頁の数字より作成。 




図式 3−2−7 アメリカが望んだ米・ソ・朝鮮半島関係281 
						C・朝鮮半島(×)	 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・ソ連(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	











図式 3−2−8	 ソ連が望んだソ連・朝鮮半島関係 
	 	 	 	 	 	 朝鮮半島	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		 	 	 	 ソ連	 		 	 	 	 	 	 	(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
｛[権威主義的性格の政治→経済発展→民主主義の発展]	→	[権威主義的性格の政治→経済発展→民主主義の発展]｝		











                                                        
281 A は「中心国」、B は「準周辺国」、C は「周辺国」である。 
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ついては、筆者は次のように考える。 
図式 3−2−9	 占領初期における日・米・ソ関係 
	 	C・日本(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・ソ連(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	













図式 3−2−10	 朝鮮戦争以降「覇権システム」における日本の役割 
	 	 	 C・中国(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・日本(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
















よって、村田の「1945 年から 1960 年代にかけてのアメリカと日本との関係
図式」282を次の二つの図式に分解することができるだろう。	
占領初期の日米関係	
	 	 C・（日本）	 	 	 	（×）	 	 	 ×	 	 							 	 								A・（アメリカ）	
｛[権威主義的性格の政治→経済発展→民主主義の発展]		 →	[経済発展→民主主義の発展]｝	




	 	 	 B・（日本）	 	 	 	 	 	 	 	（×）	 							 	 	 	 	 	 A・（アメリカ）	
｛[権威主義的性格の政治→経済発展→民主主義の発展]		 →	[経済発展→民主主義の発展]｝	








	 Ⅲ	 戦後アメリカの対日政策と日本の対米政策 









                                                        
282 村田、前掲書『民主化の先進国』28 頁。 
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283 孫崎、前掲書『戦後史の正体』90−98 頁。 
284 孫崎、前掲書『不愉快な現実』90 頁参照。 



























	 浅井基文著『日本外交	 反省と転換』によれば、日本の親米路線は以下の 3
                                                        
285 有馬秀次『金融用語辞典』参照。 
286 孫崎、前掲書『不愉快な現実』90 頁。 
287 岸信介：第 56・57 代の内閣総理大臣を歴任した。巨額の資金援助を受け、自民党の結党資金とする
が、首相就任後は「自主路線」を選択。安保闘争のデモが原因で失脚した。 
























                                                        









291 孫崎、前掲書『戦後史の正体』55－56 頁。 
292 同上書、56 頁。 
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293 高坂正堯『宰相吉田茂』中央公論社	 1968 年、51－55 頁。 
294 同上書、234 頁。 
295 豊下楢彦『安保条約の成立－吉田外交と天皇外交』岩波書店	 1996 年を参照されたい。 






















戦後日本の復興は二つの段階に分けられる。すなわち、1945 年から 1955 年







  176 
これらの企業を先導に、傾斜生産方式296を導入し、工業生産の全面的な回復を
図った。さらに 1946 年 8 月は安定経済本部を設立し、経済政策の制定や実施
に当たらせ、間も無く経済企画庁と改名した。復興金融金庫は傾斜生産に必要




た。そのおかげで、石炭の採掘量は 1946 年の 2,274 万トンから 1947 年の 2,932
万トンに急増し、伸び率は 30％であった。同期の鉄鋼生産量も 21％増えた。
1948 年より経済は回復の気配を見せた。工業と鉱業は戦前の 54.6%に回復した。
そのうち、石炭は戦前の 90％に、鉄鋼も 49.2％に回復した297と述べている。 












戦争特需収入は 1950 年 1.48 億ドルから 1953 年の 8.09 億ドルに増えた300。戦
                                                        






297 同上書、14-17 頁参照。 
298 同上書。 
299 橋本寿朗『戦後の日本経済』岩波書店	 1995 年、84−89 頁参照。 
300 表 3−2−6 参照。 





























                                                        
301 第二次世界大戦後の農地の所有者の変更や法制度の変更など、農地を巡る改革運動のひとつ。 
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 Ⅰ	 講和条約・日米安保条約・地位協定 
	 1．講和条約の締結 




















                                                        
302 正村公宏『戦後史(上)』筑摩書房	 1990 年、323 頁。 
303 同上書、324 頁。 
  180 
	 対日講和は事実上 1947 年秋以降中断されたが、1949 年からアメリカ国務省
が再び動き始めた。 







る講和問題の関心が高まってきた。1949 年 11 月には、アメリカ国務省は「対
日講和条約の起草準備中」304と発表した。1950 年 6 月 25 日には、朝鮮戦争が
始まった。北朝鮮を支援した共産主義国に対抗するため、日本の再軍備は必要
となり、日本の戦犯追及が緩やかになった。 
	 日本外務省のホームページ『日本外交文書	 サンフランシスコ平和条約	 対













                                                        
304 歴史学研究会編『戦後日本史 2』青木書店	 1961 年、 93－94 頁参照。 
305 具体的な内容は『日米関係資料集－アメリカの対日平和条約に関する七原則』82 頁参照。または、 
和田春樹「サンフランシスコ講和」『世界臨時増刊』岩波書店 1994 年、44 頁「対日講話七原則」を 
参照されたい。 
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係を持続する。 
	 ⑤政治的・通商的取り決め。 

























                                                        
306 和田春樹「サンフランシスコ講和」『世界臨時増刊』岩波書店 1994 年、44 頁参照。 
307 同上書、44－45 頁。 
308 『日米関係資料集－サンフランシスコ平和条約』、1945－1960 年。 
	 日本外交主要文書・年表(1)419-440 頁。「主要条約集」5－32 頁 



















	 ④占領軍はこの条約発効後 90 日以内に撤退するものと定めておきながら、



















311 和田、前掲論文「サンフランシスコ講和」44－45 頁を参照されたい。 
312 井端正幸「サンフランシスコ体制と沖縄	 –基地問題の原点を考える」立命館大学法学会	 2010 年、
121 頁。 
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但し書きで「特別の協定があれば外国軍隊の駐留を妨げない」とし、米軍駐留
を「合法化」、正当化したことである。 
	 歴史学研究会編『戦後日本史 2』では、サンフランシスコ講和条約は 1952

























                                                        
313 歴史学研究会編『戦後日本史 2』青木書店  1961 年、120-121 頁。 



























                                                        
314 寺崎太郎・寺崎幸子『寺崎太郎外交自伝』2002 年参照。 
315 歴史学研究会編、前掲書『戦後日本史 2』92-124 頁参照。 
316 日本外交主要文書・年表(1)、472-502 頁、条約集第 30 集第 11 巻、または『日米関係資料集－日米行
政協定』1945－1960 年参照。 
	  




























                                                        
317 『日米関係資料集－日米行政協定』1945－1960 年。 
	 日本外交主要文書・年表(1)、472-502 頁。条約集第 30 集第 11 巻。 
318 「フォ－リン・アフェア－ズ」誌 1952 年 1 月号。 
319 孫崎、前掲書『戦後史の正体』139−142 頁参照。 












	 日本は 51 年のサンフランシスコ平和条約と同時に、日米安保条約をアメリ
カとの間に結んだ。高坂の吉田外交の称賛に対して、豊下楢彦は全く別の見解
を提示している。 
	 講和条約の交渉が始まる前年、つまり 50 年 6 月に朝鮮戦争が勃発した。49
年の中国共産党による政権樹立とともに、アジアでの冷戦色が急激に強まって
しまう反面、アメリカにとって日本の戦略的価値が飛躍的に高くなった。それ











                                                        
320 井端正幸、前掲論文「サンフランシスコ体制と沖縄」117-123 頁参照。 
321 豊下、前掲書『安保条約の成立－吉田外交と天皇外交』参照。 




























                                                        
322 同上書、145-161 頁。 
323 吉田茂、アメリカの外交誌『Foreign Affairs』の 1951 年 1 月号にのせた「日本およびアジアの危機」
という論文。 
324 豊下、前掲書『安保条約の成立―吉田外交と天皇外交』75 頁。 
































326 豊下、前掲書『安保条約の成立―吉田外交と天皇外交』197 頁。 




















先述のように、村田は、1945 年から 1960 年代にかけてのアメリカと日本と



















	 	 	 C・日本(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・ソ連(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	




	 	 	 C・中国(×)	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・日本(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	













                                                        
327 例えば、50、60 年代におけるアメリカの対日援助。 





























                                                        
328 一部省略、詳しい内容は防衛省・自衛隊ホームページ	 http://www.mod.go.jp/j/approach/anpo/igi/	 参
照 
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日本経済が飛躍的に成長を遂げた時期は 1954 年 12 月から 1973 年 11 月まで
の 19 年間である。香西泰著『高度成長の時代』（日本評論社、1981 年）によ
れば、この経済成長の過程は、1954 年から 1964 年までは設備投資主導型の経
済成長であり、1966 年以降の日本経済は段々と輸出主導型へ転換するように
なった329。 






                                                        
329 香西泰『高度成長の時代』日本評論社 1981 年、106−201 頁参照。 
330 経済企画庁『国民所得統計年報』、『国民経済計算年報』による。 
331 日本の高度経済成長のはじまりで 1954 年 12 月から 1957 年 6 月までに発生した爆発的な好景気のこ





























(中)』日経文庫 1994 年、203−210 頁を参照されたい。	
333 香西泰、前掲書『高度成長の時代』、142 頁参照。1960 年に池田内閣の下で策定された長期経済計画
である。この計画では翌 1961 年からの 10 年間に国民総生産を 26 兆円に倍増させることを目標に掲げ
た。 
334 1964 年 10 月 10 日−24 日に日本の東京で開かれた第 18 回夏季オリンピックでは、戦後の日本が再び
国際社会の中心に復帰する意味を持った。オリンピックの開催によって、交通網、競技施設などの建設
の需要が高まったから、当時の経済発展の刺激した。 
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1955 年から第一次石油危機335が発生した 1973 年までの高度成長期の最大の
特徴は年間の平均 GＮP の実質成長率は 9.4％を達したことである。その結果





ムが続いた。1964 年の国民総生産は 1956 年より倍増した。中国対外経済貿易
大学の夏占友と曹紅月は『戦後日本経済』で、この段階の成長は以下の特徴336
があると述べている（筆者訳）。第一は設備投資が大きく増えたことである。










1955 年から 1964 年までの輸出額は年平均 13.5%も増えた。輸出製品の構造も
軽工業の紡織製品から重工業の鉄鋼、船舶、機械と化学製品に格上げした。こ
れらの夥しい成果を挙げた日本は先進工業国に加わることになった。 
                                                        
335 1973 年に始まった石油危機は、原油の供給逼迫および価格高騰と、それによる世界の経済混乱であ
る。1973 年に第四次中東戦争の勃発によって、石油輸出国機構 (OPEC) 加盟産油国、アラブ石油輸出
国機構（OAPEC）が原油価格を引き上げ、石油禁輸などの政策による世界的経済混乱である。 
336 夏占友、曹红月編、前掲書『戦後日本経済』35−54 頁。 
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	 	 	 C・日本(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・ソ連(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	




                                                        
337 安藤良雄編『近代日本経済史要覧	 第 2 版』東京大学出版会	 1979 年、2−3 頁。表「高度成長期の国
民総生産と成長率」参照。 







	 	 	 C・中国(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・日本(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	










	 	 	アフリカ(×)	 	 	 ×	 	 	 	 	 	 	 	 			 中国	 (×)		 	 	 	 	 	 	 			 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]｝		










                                                        
338 70 年代の「覇権システム」における役割について、アフリカは「C」、中国は「B」、日本は「A」
であると筆者はみる。 





アフリカ(×)	 	 	 	 	 			中国	 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 						アメリカ×	 	
｛[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]→[経済発展→民主主義の発展]｝	























                                                        
339 この図式は「覇権システム」における A1「中心国」から後退しているアメリカ、A「中心国」、B「準
周辺国」、C「周辺国」との関係図式である。 




























                                                        
340 例えば、その中で最も有名なのは池田内閣 1960 年の「国民経済倍増計画」である。 
341 庄司俊作『日本農地改革史研究』御茶の水書房 1992 年参照。 
342 同上書、19 頁。 







経済史(上)』（筑摩書房）によると、日本の農地の買収・譲渡は 1947 年から 1950
年までに行われ、最終的に 193 万町歩の農地が、延 237 万人の地主から買収さ
れ、延 475 万人の小作人に売り渡された343。譲渡された小作地は、1945 年 11









	 彼の論によれば、1945 年 11 月 6 日、GHQ は三井、三菱、住友等々15 財閥
の資産を凍結と解体を命じた。1946 年 8 月 9 日には、持株会社整理委員会が
成立し、財閥が所有していた株式の譲渡をうけて、これを一般に売り出した。
これによって株式所有者による財閥の傘下企業支配が一掃された。これが「財
閥解体」といわれるものである。更に 1947 年 4 月に独占禁止法が成立する
こととなった。同年 12 月 18 日には過度経済力集中法によって巨大独占企業の
分割346が行われた347。その結果、大企業は支配力を弱め、半封建的労使関係を
除去された、と雨宮は主張する。 
                                                        
343 飯田、前掲書『現代日本経済史(上)』、42−45 頁。 
344 農地改革資料編纂委員会編『農地改革資料集成』第 11 巻、 35－54 頁 
345 雨宮昭一『占領と改革』岩波書店 2008 年、51 頁参照。 
346 例えば、日本製鉄が八幡製鉄と富士製鉄に。 
347 雨宮、前掲書『占領と改革』51－52 頁参照。 











  第三に、開放的経済体制である。 
	 戦後日本において 1949 年に外国為替及び外国貿易管理法を制定、国際収支
の均衡化を名目として外国為替の統制・割当を強化して輸入を厳しく管理・規
制する事によって国内産業の保護育成を目指した。同時に 1 ドル＝360 円の固
定相場制を導入した。 
武田晴人の『高度成長』によれば、日本は 1952 年に IMF351、1955 年に GATT352







GATT や IMF からの要請を受けて、1960 年 1 月に「貿易為替自由化促進閣僚
会議」を新設し、1960 年 6 月 24 日に「貿易為替自由化計画の大綱」353を決定
                                                        
348 1945 年の『労働組合法』、1946 年の『労働関係調整法』、1947 年の『労働基準法』の三法である。 
349 安藤良雄、金森久雄、篠原三代平、 中村隆英、伊牟田敏充、向坂正男、竹中一雄、原朗 、前掲書『昭
和経済史(中)』38 頁。 
350 雨宮、前掲書『占領と改革』30－50 頁参照。 
351 国際通貨基金とも言う。通貨と為替相場の安定化を目的とした国際連合の専門機関。本部はワシン
トン、2014 年現在の加盟国は 188 ヶ国。 
352 「関税及び貿易に関する一般協定」。 
353 武田晴人『高度成長』岩波書店 2008 年、129－130 頁。 
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した。「貿易為替自由化計画の大綱」354によって、国際競争力の高まった産業
から順次輸入を自由化する方針することとした。この方針に則って、「1960 年
には 41％であった貿易自由化品目率が以後、1 年ごとに 62％・73％・92％と
上昇し、大綱策定から 4 年目の 1964 年には 94％にまで上昇した。ただし、自
動車に関しては 1965 年、コンピュータ関連については 1970 年まで輸入自由化
は持越しとされた」355。 
























355 武田、前掲書『高度成長』129−134 頁を参照されたい。 
356 同上書、132 頁。 
357 経済企画庁『戦後日本経済の軌跡』大蔵省印刷局 平成 9 年、32 頁。 
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表 3−4−2	 外国技術導入年次別件数358 
 甲 種 乙 種 合 計 対前年比 
昭和 25 年 27 件 49 件 76 件 ％ 
26 101 87 188 247.4 
27 142 110 252 134.0 
28 102 133 235 93.3 
29 82 131 213 90.6 
30 71 113 184 86.4 
31 143 167 310 168.5 
32 118 136 254 81.9 
33 90 152 242 95.3 
34 153 225 378 156.3 
35 327 261 588 155.6 
36 320 281 501 85.2 
37 328 429 757 151.1 
38 564 573 1137 150.2 
39 500 541 1041 91.6 
40 472 486 958 92.0 
41 601 552 1153 120.4 
42 638 657 1295 112.3 
43 1061 683 1744 134.7 
44 1154 475 1629 93.4 
45 1330 438 1768 108.5 
46 1546 461 2007 113.5 
累計 9870 7140 17010  
 
	 技術導入の量について、表 3−4−2 で示したように、日本は 1950―1970 年の






                                                        





























に占める比率は、1955 年から 1973 年までの 18 年間で平均 15％以上の比率を
維持していた362。これは資本主義諸国の中で一番速かった。 
                                                        















	 戦後日本の雇用者所得は 1955 年から 1970 年にかけて、8 倍364以上に増加し
た。これは「消費革命」365の原動力でもある。 
	 表 3−4−3	 高度経済成長の要因366	 (単位：%) 
 
	 日本興業銀行の統計データによると、国民総支出の中における個人消費支出




                                                        
363 同上論文、160 頁。 





366 日本興業銀行産業調査部編『日本産業読本	 第 4 版』東洋経済新報社 1984 年、8 頁。 




冷蔵庫が 20％で最も普及していたが、65 年にはテレビ 95％、洗濯機 78％、冷








  （4）労働力の面 
	 高度成長期の人の移動の多さは有史以来かつてない規模であった。1955 年
から 1970 年にかけて就職構造は大きく変わった。第一次産業の就職人数は大
きく減少した。1955−1970 年の間に、第一次産業に従事する人数は 1721 万人
から 1008 万人と四割以上も減少した。その代わりに、第二次産業や第三次産









                                                        
367 武田、前掲書『高度成長』104 頁。 
368 日本興業銀行産業調査部編、前掲書『日本産業読本	 第 4 版』参照。 
























年までの全国的な計画としては、「経済自立 5 カ年計画」(1956 年－1960 年)、
「新長期経済計画」(1958 年－1962 年)、「国民所得倍増計画」(1961 年－1970
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表 3−4−4	 戦後日本の経済計画(1955－1970 年)374 
 
名称 策定年月 内閣 計画期間 計画の目的 経済成長率 
経済自立５ヵ
年計画 







































                                                        
374 香西泰、寺西重郎編『戦後日本の経済改革―市場と政府』東京大学出版会 1993 年、260 頁(日本経済
計画一覧より筆者作成)。 












ろう。「国民所得倍増計画」は 1960 年 12 月 27 日に池田内閣において閣議決定
され、岸内閣の安保政策重視から一転、経済政策を前面に押し出すことにした。
武田『高度成長』によると、「この計画では翌 1961 年からの 10 年間に国民総
生産を 26 兆円に倍増させることを目標に掲げ、経済成長率は最初の 3 年間に
9％という高成長率が設定された。1970 年には一人当たり消費支出が 2.3 倍に
増加し、鉱工業生産は 4.3 倍、輸出は 3.5 倍」377となることを計画目標値とし
ていた。しかし、その後、日本経済は劇的な成果を上げた。日本経済は予想以
上の成長を遂げ、実質国民総生産は約 6 年で、国民 1 人当りの実質国民所得は








                                                        
375 同上書、257-258 頁を参照されたい。 
376 経済企画庁、前掲書『戦後日本経済の軌跡』100−101 参照。 
377 武田、前掲書『高度成長』78 頁。 
378 森武麿、西成田豊、伊藤正直、浅井良夫、春日豊『現代日本経済史 』有斐閣	 2002 年、191-197 頁
  210 
技術・輸出入などの各面で重点的に扶植し、日本の産業の国際競争力を高める
べく様々な優遇措置をとった。 
























                                                                                                                                                               
参照。鉄鋼、石炭産業を中心に膨大な設備・資金を投入した。 
379 公定歩合の低利維持、資本運用部資金の低利供給、公社債発行などの金利規制など。 
380 前掲書『現代日本経済史 』192−193 頁参照。 
381 同上書、192 頁。 





























                                                        
382 小坂賢太「日本における乗用車の保護貿易政策の効果の実証」2007 年、1−4 頁参照。 
 


























おかげで、1950 年 10 月、日本の鉱工業生産は戦前を上まわるようになった。 
	 1965 年以降、ベトナム戦争によるアメリカのドル散布が、日本経済にとっ
て大きな役割を果たした。日本の特需額は 1965 年の 3 億 2328 万ドルから 1969
                                                        
383 雨宮、前掲書『占領と改革』30－40 頁。 
384 有馬秀次『金融用語辞典』参照。 
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生産量は 1950 年の 38 億バーレル389から 1970 年の 167 億バーレルへと増大し
た。原油の価格390は非常に安価であった。日本の場合は、一次エネルギー供給
量で 1962 年に石油が第 1 位391となった。このように、日本は大量に廉価なエ
ネルギー、主に石油を輸入し、国内の工業を発展させたのである。 
それ以外に、自由貿易体制の形成が日本経済の発展を促進した。日本は 1952











                                                        
385 ベトナム特需は①米軍支出、②米軍の援助、③米軍帰休兵の支出、④在ベトナム米軍の軍需物質調達
などが含まれる。 
386 古田元夫「ベトナム戦争と日本」『世界臨時増刊』岩波書店	 1994 年、111 頁参照。 
387 森武麿、西成田豊、伊藤正直、浅井良夫、春日豊『現代日本経済史』有斐閣	 2002 年、202 頁。 
388 文部科学省、科学技術・学術、第 1 部『時代を拓く科学技術』（第 1 章第 3 節 2.エネルギー対策とし
ての科学技術）を参照されたい。 
389 石油用バーレル、正確に 1 バーレル＝158.987 294 928 リットルである 
390 クウェート油の 1 バーレル当たり公示価格は、1948 年には 2.15 ドル、1960 年には 1.59 ドルであった。 
391 文部科学省 http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpaa198001/hpaa198001_2_014.html 参照。 
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第 5 節  「覇権システム」論の立場から戦後日本経済の復興をみる  




















した。よって、村田は 1945 年から 1960 年代にかけてのアメリカと日本との関
係について次の図式392を作成した。	
図式 3−5−1	 1945 年から 1960 年代にかけてのアメリカと日本との関係 
	 	 	 	 	 	 	 （日本）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （アメリカ）	
｛[権威主義的性格の政治→経済発展]		 →	[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 	 	 	 	 	 （アメリカ）	 	 	 	 	 	 	 	 （日本）	
｛[経済発展→民主主義の発展]	 →	 [権威主義的性格の政治→経済発展]｝	
	 筆者は、1945 年から 1960 年代にかけてのアメリカと日本との関係に関する
村田モデルは以下の二つに分解することができると考えている。つまり、占領
                                                        
392 村田、前掲書『民主化の先進国』28 頁。 




	 	 C・（日本）	 	 	 	（×）	 	 	 ×	 	 							 	 								A・（アメリカ）	
｛[権威主義的性格の政治→経済発展→民主主義の発展]		 →	[経済発展→民主主義の発展]｝	




	 	 	 B・（日本）	 	 	 	 	 	 	 	（×）	 							 	 	 	 	 	 A・（アメリカ）	
｛[権威主義的性格の政治→経済発展→民主主義の発展]		 →	[経済発展→民主主義の発展]｝	





図式 3−5−4	 占領初期「覇権システム」における日本の役割 
	 	 	 C・日本(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・ソ連(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 		A・アメリカ	 	 	 										 	 B・ソ連(×)	 					 	 	 	 	 		 C・日本(×)	 	 	 ×	 	 	 	 	 	 	 		
	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]｝	
 
図式 3−5−5	 50 年代以降「覇権システム」における日本の役割 
	 	 	 C・中国(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・日本(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	






















	 	 	アフリカ(×)	 	 	 ×	 	 	 	 	 	 	 	 			 中国	 (×)		 	 	 	 	 	 	 			 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]｝	












アフリカ(×)	 	 	 	 	 			中国	 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 						アメリカ×	 	
｛[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 アメリカ×	 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 		 	 	 	 中国	 	 	 	 	 	 	 	 アフリカ(×)	
｛[経済発展→民主主義の発展]→[経済発展→民主主義の発展]→[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展]｝	


































































                                                        
395 村田はこれを「差別・排除を前提としての民主主義世界システム」と言われる。 
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戦後直後の日・中関係 
	 	 	 C・日・中(×)	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・ソ連(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	




	 	 	 C・中国(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・日本(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	




	 		 C・アフリカ(×)	 ×	 	 	 	 	 	 	 	 			 	 B・中国(×)		 	 	 	 	 	 	 			 	 A・日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]｝	
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第 4 章	 覇権システム下の日中関係  
 
第 1 節	 国交回復以前の日中関係（1945-1972）  
Ⅰ	 戦後中国の経済と政治 




















領訪中の合意が成立した。1971 年 10 月 25 日にアルバニア決議によって中華
人民共和国は中華民国に代わって、国連復帰を実現し、国連常任理事国となっ
た。翌年の 1972 年 2 月にニクソン大統領は中国を訪問し、中米関係を規定す
                                                        
396 マコーミック、前掲訳書『パクス・アメリカーナの５０年』25 頁。 
397 天児慧、前掲書『中華人民共和国史』16－20 頁参照。 
398 牛軍、前掲書『中華人民共和国対外関係史概論』30−60 頁参照。 
399 同上書、40−45 頁。 




























                                                        
400 第 45 代首相、経済復興を最大の目標とし、徹底した対米追随路線を選択。第一次政権は 1 年で終わ
ったが、1 年 5 ヶ月後に再び首相となり、長期政権を築く。孫崎、前掲書『戦後史の正体』145 頁参照。 
401 戦前、戦中、戦後と、すべての時代で外交官として活躍。対米自主路線の体表的存在。戦後 10 年間、
吉田茂と外交方針をめぐって主導権争いを演じた。同上書、29 頁。 
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の支援は常に日本の経済的繁栄を望んでいるとは言えない。 


























家たちが政治的権力を回復された。1952 年 10 月に行われた占領終結後、最初
の国会議員選挙では、衆議院の議席の 42%を追放解除者が占めることになった。 





























                                                        
402 孫崎、前掲書『不愉快な現実』参照。 





























                                                        
403 毛里、前掲書『日中関係』22−23 頁。	
404	同上書、26 頁。 
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とではない。また現状のままでは武力衝突が起こる可能性はないとは言えない
と筆者はみる。 
  3.日中民間貿易とその役割 
中国は建国後、毛沢東の指導の下で社会主義国家建設が進められ、日本政府
はアメリカの反共東アジア戦略の下で、1972 年まで中華民国政府との国交関
















  中国は 1978 年に「対外開放政策」を中心として市場経済の構築を始め、1978
年から 2001 年にかけて、中国の輸出は 97.5 億ドルから 2662 億ドルへ、輸入
も 108.9 億ドルから 2463 億ドルへ急増していた407。それに、2001 年に中国は
WTO に加盟した。日本の対中輸出は 2009 年に戦後初めて対米を上回り、中国
はアメリカを越えて、日本の最大の輸出先となった。このように、60 年代以
降にわたって対米貿易摩擦に悩まされていた日本にとって、貿易摩擦の中心は
                                                        
405 星野三喜夫 ｢戦前及び戦後の日中関係についての一考察｣	 7 頁。 
406 木村隆和 ｢LT 貿易の軌跡:官製日中民間貿易協定が目指したもの｣	 114-117 頁を参照されたい。 
407 中国統計局「世界主要国家・地区貨物輸出入統計」参照。 


























                                                        
408 関志雄、前掲論文「日米貿易摩擦から日中貿易摩擦へ」3-6 頁を参照されたい。 
409 権威主義的性格の政治の特徴や詳しい内容については、村田、前掲書『民主化の先進国』111 頁を参
照されたい。 





















	 	 	 	（自由民主主義体制）	 	 	 	 	 						（権威主義体制）×	
								[経済発展→民主主義の発展]	 			→	 [経済発展→民主主義の発展]	
	
								(権威主義体制)×	 	 	 	 	 	 	 	 			（自由民主主義体制）	
	 	 	 	 [経済発展	→民主主義の発展]	 	 		→	[経済発展→民主主義の発展]	
	
例えば、16 世紀のオランダ、18 世紀のイギリス、19 世紀末から 20 世紀初
頭の転換期のアメリカ、占領期から 1960 年代の日本、さらには 1970 年代末か
ら現在に至る中国の政治体制はすべて権威主義的性格の政治であった。 
                                                        
410 村田、前掲書『史的システム』241 頁を参照。 
411 同上書、242 頁。 
412 同上書、242 頁。 





























                                                        
413 村田、前掲書『民主化の先進国』23 頁参照。 
414 同上書、111 頁を参照されたい。 




















































							中国	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	日本	 		(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
		 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 	 アメリカ	 	 	 										 	 	 	 	 	 	 	 日本		 	(×)									中国	 (×)	 	 	 	×	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]｝	
図式4−1−3	 70年代以降の日・中・米関係	
	 	 	 	 中国	 	 	 	 	 	(×)		 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ	×	
		 	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 	 アメリカ×	 	 	 								 	 	 		日本																									中国	 	 	 	 	 	 (×)		 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 	｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]｝	
                                                        
415 村田、前掲書『史的システム』を参照されたい。 




























	 アフリカ(×)	 	 	 	 	 			中国	 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 						アメリカ×	 	
｛[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 アメリカ×	 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 		 	 	 	 中国	 	 	 	 	 	 	 	 アフリカ(×)	
｛[経済発展→民主主義の発展]→[経済発展→民主主義の発展]→[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展]｝	
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第 2 節	 ニクソン訪中と冷戦構造の変容  









	 	 	 	 	 中国	 	 	 	 	 (×)	 	 			 	 	 	 	 	 日本	
[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	





図式 4−2−2	 冷戦期の米ソ関係 
	 	 	 	 	 	 ソ連	 	 	 	 (×)	 	 			 	 	 	 	 	 アメリカ	
[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	











































                                                        
416	佐々木卓也『冷戦－アメリカの民主主義的生活様式を守る戦い』有斐閣	 2011 年、第一章参照。 









							中国	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	日本	 		(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 	 アメリカ	 	 	 										 	 	 日本		 	(×)									 	 	 	 	 	中国	 (×)	 	 	 	×	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 	[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	
図式4−2−4	 1978年以降の日・中・米関係	
	 	 	 	 中国	 	 	 	 	 	(×)		 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ	×	
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	





							中国	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	ソ連	 		(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	












  239 
図式4−2−6	 1978年以降の中・米・ソ関係	
	 	 	 中国	 	(×)		 	 	 	 	 	 	 	 	ソ連	 	 (×)	 	 	 	 	 	 	 	 	アメリカ	×	
		 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
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この転換期の代表的な歴史的事件としては、「米中接近」と「改革開放」であ
った。	




Ⅱ	 改革開放と冷戦構造の変容	 	  
	 前述したように、戦後中国の対外政策は「向ソ一辺倒」−「反米反ソ」−「反
ソ」のような転換過程があった。論を展開するために、ここで要約だけ挙げる。 
1978 年 12 月の党十一期三中全会以降、中国は、「改革開放」を提起した。
鄧小平は 1980、90 年代の「三大任務」として、現代化のための経済建設、反
覇権と世界平和、そして香港や台湾の祖国統一を提起した。その中でも「核心
は経済建設である」と述べて、1980 年を起点として 2000 年までに GDP の四
倍増の実現を強調した。この任務を実現する政策として、改革開放が提起され
た。改革開放は中国経済急成長の原動力である。具体的には 1978 年末から 80
年代まででは対外開放は沿海地域を中心に進められてきた。90 年代以降には、
内陸を含む全国地域を対象とする全方位対外開放となった。 
1980年から 2012年までの 32年間で中国GDPの成長率は 10%以上であった。
国内総生産は 1980 年の 4,545 億元から 2012 年の 519,470.10 億元へと百倍以上
成長した。このように、対外開放は数百年の鎖国政策を維持していた中国を開
放的な中国に変え、外国との関係を改善し、諸外国との経済交流を本格的に始
めた。1978 年以降の 30 年間、中国は目覚ましい経済発展の実績を背景に、再
び大国となって登場し、世界に大きな影響を与えるようになっている 
                                                        
417 村田邦夫『21 世紀の「日本」と「日本人」と「普遍主義」 －「平和な民主主義」社会の実現のため
に「勝ち続けなきゃならない」世界とそこでの戦争』晃洋書房、90－91 頁（以下、『21 世紀の』と略す）。 
  241 
その中で注目されているのは外国資本の導入の面で、日本が中国の発展に大
きな役割を果たしたことである。日本は 1979 年から 2007 年までの間に中国に



























                                                        
418 服部健治、丸川知雄編『日中関係史	 1972-2012	 Ⅱ経済』東京大学出版社 2012 年、107 頁参照。 





























































                                                        
419 マコーミック、前掲訳書『パクス・アメリカーナの５０年』25—30 頁参照。 






























                                                        
420 菅英輝編著『冷戦史の再検討』法政大学出版局 2010 年、304 頁参照。 





























                                                        
421 増田弘編著『ニクソン訪中と冷戦構造の変容－米中接近の衝撃と周辺諸国』慶應義塾大学出版社 
	 2006 年、35−55 頁参照。 
422 同上書、16 頁。 










  3.ニクソン訪中 
上述の理由によって、アメリカ合衆国大統領リチャード・ニクソンは、1971
年 7 月に訪中計画を発表し、世界中に衝撃を与えた。その後、1972 年 2 月 21
日に中国を初めて訪問し、毛沢東主席や周恩来総理と会談して、米中関係をそ















































                                                        
423 同上書、54−55 頁。 






























                                                        
424 増田弘著「米中接近と日本－日本政府・自民党の対中接近政策の失敗」『ニクソン訪中と冷戦構造の
変容－米中接近の衝撃と周辺諸国』慶應義塾大学出版社 2006 年、142−147 頁を参照されたい。 
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第 3 節	 国交回復以降の日中関係	 	  









                                                        
425 村田、前掲書『「日本人」と「民主主義」』420 頁。 
426 同上書、421 頁。 





















                                                        
427 同上書、422 頁。 





















	 3[経済発展→民主主義の発展（×）]→	[経済発展→民主主義の発展]	 	 	 →	[経済発展→民主主義の発展×]	
	 4[経済発展→民主主義の発展]		 	 →	[経済発展→民主主義の発展×]			 →	[経済発展×→民主主義の発展×]	
図式4−3−3	 戦後直後の日・中・米関係430	
							中国	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	日本	 		(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
		｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 	 アメリカ	 	 	 										 	 	 日本		 	(×)																		中国	 (×)	 	 	 	×	 	 	 	 	 	 	 		
		｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]｝	
	
                                                        




可能であることを意味する。A は「中心国」、B は「準周辺国」、C は「周辺国」である。 
430 この時期のアメリカは A「中心国」であり、日本は B「準周辺国」であり、中国は C「周辺国」の段
階にある。 
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図式4−3−4	 1970年代以降の日・中・米関係431	
	 	 	 	 中国	 	 	 	 	 	(×)		 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ	×	
	 ｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	




	 	 	アフリカ(×)	 	 	 ×	 	 	 	 	 	 	 	 			 中国	 (×)		 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]｝	





















                                                        
431 この時期のアメリカは A から A１へと転換した。つまり、民主主義の高度化から後退している。日本
は B の「準周辺国」から A へ昇格した。それに対して、中国は C「周辺国」から B の「準周辺国」へと
昇格した。 
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図式4−3−5	 1970年代以降における中心・準周辺・周辺の関係432	
アフリカ(×)	 	 	 	 	 			中国	 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 						アメリカ×	 	
｛[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]→[経済発展→民主主義の発展]｝	




































図 2−2−2（第 2 章参照）で示したように、1980 年から 2012 年までの 32 年間
に中国 GDP の成長率は 10%以上であった。国内総生産は 1980 年の 4,545 億元






ら 2007 年までの間に中国に総額 3 兆 3165 億円434を供与した。中国は日本から
の長期低金利の借款を利用して、道路、港湾、空港、発電所、工業設備などの
多くの大規模な建設を行ってきた。政府間交流の面で極めて重要な地位を占め





投資の中で、日本からの投資は、1987 年には 23.1253 億ドルであったが、2013








                                                        
434 服部健治、丸川知雄編、前掲書『日中関係史	 1972-2012	 Ⅱ経済』107 頁。 
435 中国商務部「中国外資統計 2014」10 頁参照。
http://img.project.fdi.gov.cn//21/1800000121/File/201410/201410270300549332341.pdf 










た。中国の輸出・入総額は 1978 年に 206.40 億ドルであり、2013 年では、41596.93
億ドルであった。「改革開放」の 35 年間で、約 200 倍に成長した。 
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436	 http://data.stats.gov.cn	 のデータより筆者作成。 

























                                                        
437日本貿易振興機構「2013 年通年日中貿易図表」より転載。
http://www.jetro.go.jp/news/releases/20140219093-news/shiryo3.pdf 





























                                                        
438 村田、前掲書『民主化の先進国』134−135 頁。 
439 同上書、141−142 頁。 

















表 4−3−10	 2013 年まで外資直接投資産業構造441 
単位：1 億ドル、％ 
産業 外国企業数 比率 外資金額 比率 
総額 786217 100 30640.65 100 
第一次産業 22766 2.9 714.86 2.32 
第二次産業 519768 66.11 18396.61 60.04 







                                                        
440 同上書、143 頁参照。 
441 データは中国商務部「中国外資統計 2014」6 頁による。
http://img.project.fdi.gov.cn//21/1800000121/File/201410/201410270300549332341.pdf 参照。 
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Ⅳ	 日中貿易摩擦 
日中貿易摩擦に象徴的な事件は 2001 年の日本の対中緊急輸入制限政策であ
った。1996 年から 2000 年にかけて中国からの農産物輸入急増に対応し、国内
の農家を保護するために日本政府は中国側と日本国内の反対を押し切り、閣議
で暫定セーフガード442を 4 月 23 日から発動することを決めた。2001 年 4 月 23




13 年 4 月 10 日）を参照されたい。	





















443 経済産業省「貿易救済措置」「ネギ等 3 品目に関するセーフガード暫定措置について」平成 13 年 4
月 10 日、を参照されたい。 
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①｛[B・C 経済発展と民主主義の発展×→ A 経済発展と民主主義の発展○]｝	   
②｛[B・C 経済発展と民主主義の発展×→ A 経済発展と民主主義の発展×]｝	   
③｛[B・C 経済発展と民主主義の発展○→ A 経済発展と民主主義の発展○]｝	   



















































                                                        
447 村田、前掲書『民主化の先進国』134−135 頁。 
448 同上書、141−142 頁。 
































                                                        
449 同上書、143 頁。 
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 第 5 章	 21 世紀における覇権システムの変容  
 










本的には 8 つから 23 までと主張するのは多いが、現在の主要な文明は「中華
文明、日本文明、ヒンドゥー文明、イスラム文明、東方正教会文明、西欧文明、













                                                        
 
450 サミュエル・ハンチントン『文明の衝突と 21 世紀の日本』集英社新書 2000 年、106 頁。右から 2 行
目と 107 頁の図表 20 を参考した。 
451 ハンチントン、前掲書『文明の衝突と 21 世紀の日本』116 頁。 
452 同上書、117-124 頁。 



















って、目覚ましい経済発展を遂げてきた。2003 年から 2011 年までの間に、中







                                                        
453 中国、ベトナム、北朝鮮、ラオス。 
454 ハンチントンが強調した中心である。 
455 例えば、1998 年のインドネシアの華僑虐殺事件。 
456 例えば、2011 年にシンガポールの一人当たりの GDP は 50123 ドルで、ネパール、ラオスなどは千ド
ルもなかった。 
457 計画経済体制から市場経済体制への転換。 




























                                                        
458 ハンチントン、前掲書『文明の衝突と 21 世紀の日本』26 頁。 
































                                                        
462 ハンチントン、前掲書『文明の衝突と 21 世紀の日本』38 頁参照。 
463 同上書、36−40 頁参照。 
464 詳しくは、『文明の衝突と 21 世紀の日本』39 頁の図表を参照されたい。ハンチントンは、日本が潜
在的には地域大国と定義される第 2 レベルと、地域のナンバー・ツーの国が属する第 3 レベルの両者に
属すると分析している。 
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図式5−1−2	 1970年年代半ばまでの「民主主義」の構造466	
	
	 	 	 文明・A・先進国	 	 	 	 	 	 	 半開・B・中進国		(×)	 	 	 	 	野蛮・C・後進国×	
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
（製物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中間的役割）	 	 	 	 	 	 	 	 （産物国）	
	
	 	 	 野蛮・C・後進国×	 	 	 	 	 	 半開・B・中進国		(×)	 	 	 	 文明・A・先進国		
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




2 レベルと、地域のナンバー・ツーの国が属する第 3 レベルの両者に属すると
主張している467。村田は、経済発展と民主主義の発展との関係から、70 年代
以前の日本が B グループの「準周辺国」（経済発展→(×)民主主義の発展）で
あったのに対して、70 年代以降では A グループ「中心国」（経済発展→民主主
義の発展）へ昇格したとみる。時代の区分を明らかにした。 
	
図式 5−1−3	 1970 年代以前「覇権システム」における日本の役割468 
	 	 	 C・中国(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・日本(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




	 		 C・アフリカ(×)	 ×	 	 	 	 	 	 	 	 			 	 B・中国(×)		 	 	 	 	 	 	 			 	 A・日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]		





体制の時代を迎えるまで、今後 10 年か 20 年つづく、この過程にはアメリカは
                                                        
466 村田、前掲書『日本人の物語』13 頁。それに、『覇権システム下の「民主主義」論』163−182 頁を参
照されたい。 
467 ハンチントン、前掲書『文明の衝突と 21 世紀の日本』39 頁の図表を参照されたい。 
468 村田基本モデルに基づいて、筆者が作成した「覇権システム」図式。 




























                                                        
469 同上書、60−61 頁。 
470 村田、前掲書『21 世紀の』を参照されたい。 




















                                                        
471 村田、前掲書『日本人と民主主義』421 頁を参照されたい。 
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図式5−1−6	 1970年以降の「民主主義」の構造472	
	 	 	 半開・B・中進国			 	 	 	 	 	 	野蛮・C・後進国	 (×)	 	 	 	 	 文明・A・先進国×	
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 （製物国）への転換をはかる。（産物国）なかには製物国への転換	 	 （金融・サービス）へ転換	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 	 なかには金融・サービス化の	 	 	 	 	 	 をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 をはかる。	
	 	 転換も視野に含めた国もある。	
	
	 	 	 文明・A・先進国×			 	 	 	 	 	 野蛮・C・後進国	 (×)	 	 	 	 半開・B・中進国	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 （金融・サービス）へ転換	 	 （産物国）なかには製物国への転換	 （製物国）への転換をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 	 	 	 をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 なかには金融・サービス化の	 	 	 	 	 	 	 	 	




















い、崩壊していなかった。歴史的に見れば、逆に 2001 年に WTO への加盟以
                                                        
472 村田、前掲書『日本人の物語』14 頁。『覇権システム下の「民主主義」論』163−182 頁。 
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降、中国経済は目覚ましい発展を達成し、ついに 2010 年には日本を抜いて、
GDP 第 2 位の経済大国へと変貌した。 
「改革開放」以降、中国は急速な経済成長を達成することができた。特に
90 年代以降には、中国は大量の外資を受け入れ、内陸を含む全国地域を対象
とする全方位的な対外開放政策を実施した。1980 年から 2012 年までの 32 年
間に中国 GDP の成長率は 10%以上であった。国内総生産は 1980 年の 4,545 億
元から 2014 年の 636,462.7 億元473へと百倍以上成長した。今の中国は、「世界
の工場」としてだけでなく、「世界の市場」としての役割も担っている。 
中国商務部の統計によれば、国際貿易の面では、中国の輸出入は、1978 年
には合計 206 億ドルと世界第 29 位であり、2001 年には世界第 6 位であった。






タによると、2006 年には、アメリカは世界の 127 ヶ国にとって、最大の貿易
相手国であり、中国は 70 ヶ国の最大の貿易相手国であった。しかし、この状




今の中国は世界の最大の工場、最大の経済体、第 3 位の対外投資国、第 2 位の
GDP 大国となっている。20 年後には、アメリカを抜き、GDP の世界 NO.1 に
なると思われる。2015 年に中国は、オーストラリアと韓国と自由貿易協定475を
調印した。 
このように、1978 年以降の 30 年間、中国は目覚ましい経済発展の実績を背
                                                        
473 中国国家統計局のデータによる。 
474 2012 年にアメリカの輸出は 1.55 兆ドル、輸入は 2.28 兆ドル、輸出入計では 3.82 兆ドルであった。 
475 物品貿易の自由化率は品目の 90％以上。中豪 FTA、中韓 FTA が順調に調印した一方、日中 FTA はあん
まり進んでなかった。 





















である。中国は、2014 年度の国防予算を約 8,082.3 億元478と発表した。国防費
は、過去 26 年間で約 40 倍となっている。また引き続き速いペースで増加して
いる。 




                                                        
476 詳しい内容は「朝日新聞」2015 年 9 月 4 日の記事を参照。 
477 習近平は「抗日戦争勝利 70 年記念式典」で「軍の定員を 30 万人削減する」ことを宣言した。つまり、
2017 年末に、総兵力を 200 万人にまで段階的に減らすことである。 
478 第 12 期全国人民代表大会 2 回会議「2014 年中央和地方予算草案」参照。軍事費の増加率では、2011
年は 12.7％、2012 年は 11.2％、13 年は 10.7％、14 年は 12.2％であった。 











































図式 5−1−7	 70 年代以前「覇権システム」 
	 	 	 C・中国(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・日・ソ(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	














こういう状況の中において、1969 年 3 月に中ソ国境紛争が発生した。これ
によって、中ソ関係は急激に悪化した。しかし、中ソ対決の状態は、米中関係
                                                        
479	換言すれば、アメリカは自国の高度的な経済発展と民主主義の発展を維持するために、ソ連と戦いな
がら、ソ連の発展を抑制していた。 



























                                                        




































                                                        
482 村田、前掲書『覇権システム』104 頁。 
483 村田、前掲書『民主化の先進国』89−90 頁。 
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図式 5−1−8	 漢・唐・宋・明・清の興隆時期の中国国内「システム」487 
	 	 	 	 	 C・庶民	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		 	 	 	 B・地主階級	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・皇族		
				[衣食足りず→礼節を知らず]	→	[衣食足りて・足りず→礼節を知る・知らず]	→[衣食足りて→礼節を知る]	





















                                                        
487 注意すべきなのは、ここで説明する「ミニシステム」とマコーミックが論じた「ミニシステム」と大
きく異なっている。筆者が本論文で述べている「ミニシステム」とは、「世界システム」を構成する一
部である。一国の国内における ABC のシステムも「ミニシステム」であり、80 年代における［A・日本
→B・中国→C・アフリカ］、60 年代における［A・アメリカ→B・日本→C・中国］のような「世界シス
テム」の中における一部分の国際関係も「ミニシステム」であると理解した方が良かろう。 
488 村田、前掲書『21 世紀の』参照。 






である、と A グループの諸国はみる。図式の関係から見れば、B グループに
いるソ連は｛［A］→［B］→［C］｝における A を支えることよりも、A グル
ープ全体の利益に対立、敵対する関係に位置している。 
なぜならば、ソ連は B グループの頂点に立って、A を支えることよりも、



















































                                                        
489 村田、前掲書『日本人の物語』14 頁参照。 













	 	 	 	 	 	 	 A	 	 	 	 	 	 		 	 	 	 	 	 	 	B(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 C	 	×	
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 	 	 	 	 	 C×			 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		B(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 		 	A	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
70 年代以降の村田基本モデル	
	 	 	 	 	 	 	 B		 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	C(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 A	 ×	
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	











                                                        
490 経済の衰退と民主主義の低度化は、日本、アメリカ、EU 諸国は多少に時期が異なるが、21 世紀に入
ると、この衰退の傾向は更に明らかになる。 
491 村田、前掲書『日本人と民主主義』421 頁、1970 年代半ばまでの「民主主義」の「秩序」の下での「民
主化」方向。 










主主義の高度化はまだ 20 年、30 年、40 年以上かかるかもしれないが、その傾
向は不可避である。 
注意すべきなのは、村田が提起した 70 年代以降の｛B→C→A｝における B

















                                                        
492 同上書、421 頁、1970 年代以降の「民主主義」の「秩序」の下での「民主化」方向、中心国の場合。 
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493 村田、前掲書『日本人の物語』14 頁参照。 
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ば、1954 年から 1957 年にかけて、日中民間交流の相互訪問の開始と交流・往
来の拡大の段階だったが、1957 年 2 月の岸政権496の登場で、彼は「二つの中






































                                                        




498 猪口、前掲書『ポスト覇権システムと日本の選択』77 頁。 




表 2	 ポスト覇権システムの構造500 
























































500 同上書、133 頁。表 3・1	 により転載。 


























いる。特に 20 世紀の歴史を回顧すれば、100 年間の戦争による犠牲者は人類
                                                        
501 同上書、55 頁参照。 
502 ハンチントン、前掲書『文明の衝突と 21 世紀の日本』36−40 頁参照。 
503 同上書、38 頁参照。国際問題の解決には、一つの超大国の行動はもとより、諸大国の協力が常に必
要である。 
504 村田、前掲書『21 世紀の』晃洋書房	 2014 年参照。 
  293 
誕生から 19 世紀までの全部の戦争犠牲者よりも多いのである。それ故に、「覇















	 	 	 	 	 	 	 A	 	 	 	 	 	 		 	 	 	 	 	 	 	B(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 C	 	×	
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 	 	 	 	 	 C×			 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		B(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 		 	A	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	





                                                        
505 村田、前掲書『日本人と民主主義』408 頁。 





つまり、モデルからみれば、19 世紀半ば以前の「覇権システム」と 19 世紀後
半以降の「覇権システム」は次のようになる。	
図式 5−2−2	 19 世紀半ば以前の「覇権システム」とイギリス507 
		A１・イギリス	 	 	(×)	 	 	 	 		 	 	 	 	 	B１	 (×)	 	 	 	 	 	 	 C１	 	×	
｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]→[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展]｝	
							C１						×			 	 	 	 	 				B１	(×)	 	 	 	 	 	 	 A１・イギリス	(×)	
｛[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]｝	
 
図式 5−2−3	 19 世紀後半からの「覇権システム」とイギリス 
	 	 	 	 	 	 	 A・イギリス	 	 	 	 	 		 	 	 	B(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 C	 	×	
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
















                                                        
506 村田、前掲書『民主化の先進国』158 頁。 
507 当時の経済的・政治的・軍事的能力によって、分類した A・B・C である。 
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	 	 	 	 A・イギリス	 	 	 	 	 	 	 B・アメリカ・ドイツ	 	 	 	 C・インド・ラテンアメリカ	
｛[経済発展→民主主義の発展]→[権威主義的性格の政治→経済発展]→[権威主義的性格の政治→（×）経済発展]｝	
（製物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中間的役割）	 	 	 	 	 	 	 	 （産物国）	
	 	 C・インド・ラテンアメリカ	 						 B・アメリカ・ドイツ	 	 	 						 A・イギリス	
｛[権威主義的性格の政治→（×）経済発展]→[権威主義的性格の政治→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]｝	


















                                                        
508 村田、前掲書『民主化の先進国』158−168 頁参照。 
509 同上書、164−165 頁参照。 





かというと、「覇権システム」論の立場からみれば、19 世紀後半から 20 世紀
初頭にかけて、イギリスからアメリカへとの「覇権の交替」過程におけるイギ





	 	 	 	 A・アメリカ	 	 	 	 	 	 	 B・日本・ドイツ	 	 	 	 	 C・中国・東南アジア・ラテンアメリカ	
｛[経済発展→民主主義の発展]→[権威主義的性格の政治→経済発展]→[権威主義的性格の政治→（×）経済発展]｝	
	 （製物国→金融・サービス化）	 	 （中間的役割→製物国→金融・サービス化）	 	 （産物国→製物国）	
	
	 C・中国・東南アジア・ラテンアメリカ	 			B・日本・ドイツ	 	 	 						 A・アメリカ	
｛[権威主義的性格の政治→（×）経済発展]→[権威主義的性格の政治→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]｝	
（産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 （中間的役割→製物国→金融・サービス化）	 （製物国→金融・サービス化）	  
70 年代に入ると、アメリカはすでに「覇権システム」の A グループの頂点
に立っている。産業構造の転換にとって、「B」、「C」グループの役割が不可欠
である。しかし、アメリカの工場である日本、ドイツはこの時期に経済の高度
成長と民主主義の高度化の実現によって、B の段階から A へと上昇していた。
その後、中国は日本とドイツを替わって、C から B へと上昇し、アメリカの工
場及び世界の工場の役割を担わされた。つまり、70 年代に入ると、覇権シス
テムは｛米→日・ドイツ→中｝から｛米→中→アフリカ｝へと転換している。	
図式 5−2-6	 70 年代における「覇権システム」構造511 
	 A・アメリカ・日本・EU	 	 	 	 	 	 		 B・中国・インド	 	 	 	 	 			 C・東南アジア・アフリカ	
｛[経済発展→民主主義の発展]→[権威主義的性格の政治→経済発展]→[権威主義的性格の政治→（×）経済発展]｝	
	 （製物国→金融・サービス化）	 	 	 	 	 	（産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （産物国→製物国）	
	 C・東南アジア・アフリカ	 		 	 	 	 	 B・中国・インド	 	 	 						 	 	 A・アメリカ	
｛[権威主義的性格の政治→（×）経済発展]→[権威主義的性格の政治→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]｝	
（産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 	 （製物国→金融・サービス化） 
                                                        
510 村田の論により筆者作成。 
511 村田の論により筆者作成。 























	 	 	 B・中国			 	 	 	 	 	 	 	 		 C・東南アジア・アフリカ	(×)	 		 A・アメリカ×	
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 （製物国→金融・サービス化）	 	 	 	 	 （産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 （金融・サービス化）	
	
	 	 	 A・アメリカ×	 	 	 	 	 	 	 	 C・東南アジア・アフリカ	(×)	 	 B・中国	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 （金融・サービス化）	 	 	 	 	 	 	 	 	 （産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 （製物国→金融・サービス化）	 	 	 	
 
                                                        
512 村田、前掲書『日本人の物語』14 頁参照。 
513 村田、前掲書『民主化の先進国』179 頁。 
514 村田、前掲書『日本人の物語』14 頁。『覇権システム』163−182 頁。 






















                                                        
515 なぜ「覇権の循環」を説明するかというと、その循環過程における米・中間の相互補完的関係は、「米
中覇権連合」結成の根本要因であると筆者はみる。 
516 村田、前掲書『21 世紀の』90−91 頁。 
517 同上書、95−96 頁。 


























                                                        
518 村田、前掲書『21 世紀の』70 頁参照。 
519 同上書、63 頁。 
520 同上書、63−64 頁参照。 
521 同上書、378−380 頁参照。 
522 同上書、389 頁参照。 


















よって、覇権システムの不安定化により、「ポルトガル → オランダ → イ















へと転換している。つまり、図式 5−2−7 のように変容している。 
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21 世紀における「覇権システム」とその「秩序」524 
	 	 	 B・中国			 	 	 	 	 	 	 	 		 C・東南アジア・アフリカ	(×)	 		 A・アメリカ×	
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 （製物国→金融・サービス化）	 	 	 	 	 （産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 （金融・サービス化）	
	 	 	 A・アメリカ×	 	 	 	 	 	 	 	 C・東南アジア・アフリカ	(×)	 	 B・中国	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	























                                                        
524 村田の論により筆者作成。詳しくは、村田、前掲書『日本人の物語』14 頁。『覇権システム』163−182
頁を参照されたい。 
525 毛里、前掲書『日中関係』104—106 頁参照。 
526 益尾知佐子、前掲書『中国政治外交の転換点』203 頁参照。 






























                                                        
527 同上書、205 頁。 
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図式 5−2−9	 中国が構築している「世界システム」の全体像 
  ｛［B］     	    ⇄          ［C］       	 ⇄        	  ［A］｝ 






	 	 	 	 ①ロシア 
	 	 	 	 ②香港・台湾・韓国 
	 	 	 	 ③インド 
	 	 	 	 ④ブラジル 










































要である。その上、B グループ又は C グループからの原料を加工して、C グル
ープに対する輸出によって、C グループとの格差をさらに拡大させる。その他、
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段階である。つまり、［覇権システムの維持	 ―	 自国の強大	 ―	 新しい世
界システムの構築］のような変化過程があると筆者は考える。今の中国は、第



























































	 	 	 C・日・中(×)	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・ソ連(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




	 	 	 C・中国(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・日本(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




	 		 C・アフリカ(×)	 ×	 	 	 	 	 	 	 	 			 	 B・中国(×)		 	 	 	 	 	 	 			 	 A・日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]		




  308 
なお、村田のモデルは 1970 年代以前と 1970 年代以後の世界を｛［A］−（×）
［B］−×［C］｝と｛［B］−（×）［C］−×［A］｝の世界に分けて描いている。
しかし、村田も言うように、70 年代、80 年代、90 年代はこの二つのモデルの
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70年代以降の「覇権システム」とその「秩序」	
	 	 	 B・中国・インド・ブラジル	 	 C・東南アジア・アフリカ	(×)	 		 A・米・日・欧×	
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 （製物国→金融・サービス化）	 	 	 	 	 （産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 （金融・サービス化）	
	
	 	 	 A・米・日・欧×	 	 	 	 	 	 	 C・東南アジア・アフリカ	(×)	 	 B・中国・インド・ブラジル	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	

















  ｛［B］     	    ⇄			       ［C］       	 ⇄        	  ［A］｝ 






	 	 	 	 ①ロシア 
	 	 	 	 ②香港・台湾・韓国 
	 	 	 	 ③インド 
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戦後史年表	



































































































1963	 	 株価暴落（ケネディ・ショック）	 ケネディ米大統領、暗殺	
1964	 初の核爆発実験成功	 東京オリンピック開催	 インドネシア国連脱退表明	

















































































































































































1996	 台湾ミサイル事件	 普天間飛行場の返還交渉	 	
  327 
1997	 香港復帰	 消費税5％に	 	
1998	 朱镕基総理就任	 長野オリンピック開催	 アジア通貨危機	






















































































10. 第 1 次日中民間貿易協定 
11. 第 2 次日中民間貿易協定 
12. 第 3 次日中民間貿易協定 































	 	 	 文明・A・先進国	 	 	 	 	 	 	 半開・B・中進国		(×)	 	 	 	 	野蛮・C・後進国×	
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
（製物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中間的役割）	 	 	 	 	 	 	 	 （産物国）	
	
	 	 	 野蛮・C・後進国×	 	 	 	 	 	 半開・B・中進国		(×)	 	 	 	 文明・A・先進国		
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 	 （産物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中間的役割）	 	 	 	 	 	 	 （製物国）	 	
図式Ⅱ	 1970年半ばまでの「民主主義」の「秩序」の下での「民主化」の方向 
 
                                                        
530 村田邦夫『日本人の物語』（神戸市外国語大学研究叢書	 第 48 冊）2010 年、13 頁。それに、『覇権
システム下の「民主主義」論』163−182 頁を参照されたい。(×)は、矢印で示される「経済発展」から「民
主主義の発展」への移行が、その可能性はあるけれども、十分に実現されないことを意味する。また×
はその移行がそもそも実現不可能であることを意味する。A は「中心国」、B は「準周辺国」、C は「周
辺国」と理解できる。 




	 	 	 半開・B・中進国			 	 	 	 	 	 	野蛮・C・後進国	 (×)	 	 	 	 	 文明・A・先進国×	
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 （製物国）への転換をはかる。（産物国）なかには製物国への転換	 	 （金融・サービス）へ転換	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 	 なかには金融・サービス化の	 	 	 	 	 	 をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 をはかる。	
	 	 転換も視野に含めた国もある。	
	
	 	 	 文明・A・先進国×			 	 	 	 	 	 野蛮・C・後進国	 (×)	 	 	 	 半開・B・中進国	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 [経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 （金融・サービス）へ転換	 	 （産物国）なかには製物国への転換	 （製物国）への転換をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 	 	 	 をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 をはかる。	 	 	 	 	 	 	 	 なかには金融・サービス化の	 	 	 	 	 	 	 	 	




                                                        
531 同上書、14 頁。 















































						 日本	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	中華民国(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




							中国	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	日本	 		(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




B・ソ連	 	 	 	 	 (×)	 	 			 	 	 	 	 C・中国	(×)				×	
[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	





							中国	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	ソ連	 		(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




①[B・C 経済発展と民主主義の発展×→A 経済発展と民主主義の発展○]  
②[B・C 経済発展と民主主義の発展×→A 経済発展と民主主義の発展×]  
③[B・C 経済発展と民主主義の発展○→A 経済発展と民主主義の発展○]	   




  336 
「横」と「縦」からみた経済発展と民主主義の関係	
	 									C																																			B																																			A			
	 [経済発展×→民主主義の発展×]		 →	[経済発展→民主主義の発展×]		 	→	[経済発展→民主主義の発展（×）]		
	 [経済発展→民主主義の発展×]	 		 →	[経済発展→民主主義の発展（×）]→	[経済発展→民主主義の発展]	
	 [経済発展→民主主義の発展（×）]	→	[経済発展→民主主義の発展]	 	 	 →	[経済発展→民主主義の発展×]	
	 [経済発展→民主主義の発展]		 	 	 →	[経済発展→民主主義の発展×]			 →	[経済発展×→民主主義の発展×]	
	 	
	 戦後直後の日・中・米関係	
							中国	 (×)	 	 			×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	日本	 		(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




	 	 	 	 中国	 	 	 	 	 	(×)		 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 アメリカ	×	
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




アフリカ(×)	 	 	 	 	 			中国	 	 	 	 	 	 	 	 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 						アメリカ×	 	
[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]→[経済発展→民主主義の発展]	




時期	 経済発展	 民主主義の発展	 代表的な事件	
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「カルチュラル・ポリティクス」の視角から	
80年代以降の中国を見る	
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中国における「三位一体」的経済興隆並びに経済衰退	
	




































	 中国	 	 	 日本	 	 		アメリカ		
	[周辺]	→	[準周辺]	→	[中心]		






















アフリカ	 	 中国	 	 	 	日本	 	 	アメリカ		
	[周辺]	→	[準周辺]	→	[中心]	→	[中心A1]	
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占領初期「覇権システム」における日本の役割 
	 	 	 C・日本(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・ソ連(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	
	 	 		A・アメリカ	 	 	 										 	 B・ソ連(×)	 					 	 	 	 	 		 C・日本(×)	 	 	 ×	 	 	 	 	 	 	 		
[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	
 
	 50 年代以降の「覇権システム」における日本の役割 
	 	 	 C・中国(×)	 			 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 B・日本(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・アメリカ		
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]	




	 	 	アフリカ(×)	 	 	 ×	 	 	 	 	 	 	 	 			 中国	 (×)		 	 	 	 	 	 	 			 	 日本	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	[権威主義→経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]		
	 	 	日本																											中国	 	(×)		 		 	 	 	 	 	 	アフリカ(×)	 	 	 	×	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
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漢・唐・宋・明・清の興隆時期の中国国内「システム」 
	 	 	 	 	 C・庶民	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		 	 	 	 B・地主階級	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 A・皇族		
				[衣食足りず→礼節を知らず]	→	[衣食足りて・足りず→礼節を知る・知らず]	→[衣食足りて→礼節を知る]	




		A１・イギリス	 	 	(×)	 	 	 	 		 	 	 	 	 	B１	 (×)	 	 	 	 	 	 	 C１	 	×	
｛[権威主義→経済発展→民主主義の発展]→[権威主義→経済発展]→[権威主義→経済発展]｝	




	 	 	 	 	 	 	 A・イギリス	 	 	 	 	 		 	 	 	B(×)	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 C	 	×	
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	





	 	 	 	 A・イギリス	 	 	 	 	 	 	 B・アメリカ・ドイツ	 	 	 	 C・インド・ラテンアメリカ	
｛[経済発展→民主主義の発展]→[権威主義的性格の政治→経済発展]→[権威主義的性格の政治→（×）経済発展]｝	
（製物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中間的役割）	 	 	 	 	 	 	 	 （産物国）	
	 	 C・インド・ラテンアメリカ	 						 B・アメリカ・ドイツ	 	 	 						 A・イギリス	
｛[権威主義的性格の政治→（×）経済発展]→[権威主義的性格の政治→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]｝	
（産物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （中間的役割）	 	 	 	 	 	 	 		（製物国）	 	
 
アメリカ時代における「覇権システム」構造（50−70年代）	
	 	 	 	 A・アメリカ	 	 	 	 	 	 	 B・日本・ドイツ	 	 	 	 	 C・中国・東南アジア・ラテンアメリカ	
｛[経済発展→民主主義の発展]→[権威主義的性格の政治→経済発展]→[権威主義的性格の政治→（×）経済発展]｝	
	 （製物国→金融・サービス化）	 	 （中間的役割→製物国→金融・サービス化）	 	 （産物国→製物国）	
	
	 C・中国・東南アジア・ラテンアメリカ	 			B・日本・ドイツ	 	 	 						 A・アメリカ	
｛[権威主義的性格の政治→（×）経済発展]→[権威主義的性格の政治→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]｝	
（産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 （中間的役割→製物国→金融・サービス化）	 （製物国→金融・サービス化）	  
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70 年代における「覇権システム」構造 
	 A・アメリカ・日本・EU	 	 	 	 	 	 		 B・中国・インド	 	 	 	 	 			 C・東南アジア・アフリカ	
｛[経済発展→民主主義の発展]→[権威主義的性格の政治→経済発展]→[権威主義的性格の政治→（×）経済発展]｝	
	 （製物国→金融・サービス化）	 	 	 	 	 	（産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （産物国→製物国）	
	
	 C・東南アジア・アフリカ	 		 	 	 	 	 B・中国・インド	 	 	 						 	 	 A・アメリカ	
｛[権威主義的性格の政治→（×）経済発展]→[権威主義的性格の政治→経済発展]→[経済発展→民主主義の発展]｝	
（産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 	 （製物国→金融・サービス化） 
 
21世紀の「覇権システム」とその「秩序」	
	 	 	 B・中国・インド・ブラジル	 	 C・東南アジア・アフリカ	(×)	 		 A・米・日・欧×	
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	
	 	 （製物国→金融・サービス化）	 	 	 	 	 （産物国→製物国）	 	 	 	 	 	 	 （金融・サービス化）	
	
	 	 	 A・米・日・欧×	 	 	 	 	 	 	 C・東南アジア・アフリカ	(×)	 	 B・中国・インド・ブラジル	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 		
	 	 ｛[経済発展→民主主義の発展]	→	[経済発展→民主主義の発展]	→[経済発展→民主主義の発展]｝	




  ｛［B］     	    ⇄          ［C］       	 ⇄        	  ［A］｝ 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































日本国政府のために	 	 岡崎勝男 
アメリカ合衆国政府のために 
ディーン・ラスク 


































































































































                                                        
532外務省ホームページより転載。http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/china/nc_seimei.html 





















日本国内閣総理大臣	 	 	 	 田中角栄（署名） 
日本国外務大臣	 	 	 	 	 	 大平正芳（署名） 
 
中華人民共和国国務院総理	 周恩来（署名） 


















[年月日]	 1978 年 8 月 12 日 
[全文] 
	 日本国及び中華人民共和国は、 










  日本国	 	 	 	 	 外務大臣	 園田直 















第 3 条 
	 両締約国は、善隣友好の精神に基づき、かつ、平等及び互恵並びに内政に対する相互不干渉
                                                        
533外務省ホームページより転載。http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/china/nc_heiwa.html 
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の原則に従い、両国間の経済関係及び文化関係の一層の発展並びに両国民の交流の促進のため
に努力する。 
第 4 条 
	 この条約は、第三国との関係に関する各締約国の立場に影響を及ぼすものではない。 





より、最初の 10 年の期間の満了の際又はその後いつでもこの条約を終了させることができる。 
	 以上の証拠として、各全権委員は、この条約に署名調印した。 
	 1978 年 8 月 12 日に北京で、ひとしく正文である日本語及び中国語により本書 2 通を作成し
た。 
	 日本国のために 
	 	 	 園田直 
	 中華人民共和国のために 


























































                                                        
534 http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/china/nc_sengen.html 外務省ホームページを参照。 




































あると考える。日本側は、1972 年の日中共同声明及び 1995 年 8 月 15 日の内閣総理大臣談話




































































































































































	 	 	 甲類	 総額の四〇％ 
	 	 	 乙類	 総額の三〇％ 
	 	 	 丙類	 総額の三〇％ 
	 日本よりの輸出 
	 	 	 甲類	 総額の四〇％ 
	 	 	 乙類	 総額の三〇％ 
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	 国際経済会議日本代表	 	 	 	 高良	 とみ 
	 中日貿易促進会代表	 	 	 	 	 帆足	 	 計 
	 中日貿易促進議員連盟理事長	 宮腰	 喜助 

























	 国際経済会議日本代表	 	 	 	 高良	 とみ 
 
	 中日貿易促進会代表	 	 	 	 	 帆足	 	 計 
 
	 中日貿易促進議員連盟理事長	 宮腰	 喜助 
 
	 中国国際貿易促進委員会主席	 南	 漢	 宸 
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	 	 中国よりの輸出	 甲類	 総額の三五％ 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 乙類	 総額の四〇％ 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 丙類	 総額の二五％ 
	 	 日本よりの輸出	 甲類	 総額の三五％ 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 乙類	 総額の四〇％ 




















































	 	 	 覚書 
 














	 	 日本「日中貿易促進議員連盟」代表団 
	 	 	 団長	 池田正之輔 
	 	 	 副団長	 江藤夏雄、帆足計、中村高一 




	 	 中国国際貿易促進委員会 
	 	 	 主席	 南漢宸 































	 日本よりの輸出品	 	 	 	 	 	 甲類	 	 総額の三五％ 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 乙類	 	 総額の四〇％ 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 丙類	 	 総額の二五％ 
	 中華人民共和国よりの輸出品	 甲類	 	 総額の三五％ 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 乙類	 	 総額の四〇％ 
















































	 会長	 村田省蔵 
	 	 山本熊一，田島正雄，加納久朗，豊田雅孝，鈴木一雄 
	 日中貿易促進議員連盟 
	 	 代表理事	 池田正之輔 
	 	 	 	 	 宇田耕一，長島銀蔵，帆足計，中村高一，木村禧八郎，須藤五郎 
	 中華人民共和国日本訪問貿易代表団 
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	 	 	 団長	 雷任民 




















































	 	 	 日本よりの輸出品 
	 	 	 	 甲	 類	 	 総額の四〇％ 
	 	 	 	 乙	 類	 	 総額の六〇％ 
 
	 	 	 中国よりの輸出品 
	 	 	 	 甲	 類	 	 総額の四〇％ 










	 	 双方の取引は当分現金決済とする。 












	 	 契約者双方の協議により解決できないときは仲裁にかける。 






	 	 仲裁裁決は最終決定とし，契約者双方は，これに服さなければならない。 
	 	 双方は相手側に仲裁事務の執行と要員の往来にあらゆる便宜をあたえ，かつその安全
を保障することについて，それぞれの本国政府の同意を得ることとする。 
























	 第十四条	 本協定は調印の日より効力を発生し，有効期間は一年とする。 







































	 	 一九五八年三月五日 
	 	 	 	 	 	 日中貿易促進議員連盟代表 
	 	 	 	 	 	 日本国際貿易促進協会代表 
	 	 	 	 	 	 日中輸出入組合代表 
	 	 	 	 	 	 中国国際貿易促進委員会代表 
 
付属物書第二号 
	 	 	 第四次日中貿易協定及び覚書に関する打合せ要旨 
	 日	 時	 一九五八年三月五日	 午前三時 
	 場	 所	 北京飯店 
	 出席者	 日本側	 池田正之輔	 植木庚子郎	 勝間田清一	 森田義衛	 山本熊一南郷三郎 
	 	 	 	 	 中国側	 雷任民	 李新農	 蕭方洲 
	 記録	 	 日本側	 井沢	 信久	 千村	 信次 



















































































































































	 	 	 大平正芳 
 
	 中華人民共和国政府のために 
	 	 	 姫鵬飛 
